
証券コード
平 成 年 月 日

株 主 各 位
大阪市北区中之島 丁目 番 号

関 西 電 力 株 式 会 社
取締役会長 森 詳 介

第 回定時株主総会招集ご通知

拝啓 株主のみなさまには、常日頃、格別のご高配を賜わり厚くお礼申しあげ
ます。
このたびの東日本大震災により被災されたみなさまに、心からお見舞い申し
あげますとともに、一日も早い復興をお祈り申しあげます。
さて、当社第 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようお願い申しあげます。
なお、議決権の行使につきましては、 頁から 頁に記載の 議決権の行使に
ついてのご案内 をご確認のうえ行っていただきますようお願い申しあげます。

敬 具
記

．日 時 平成 年 月 日（水曜日） 午前 時
．場 所 大阪市福島区福島 丁目 番 号

堂島リバーフォーラム
開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、
お早めのご来場をお願い申しあげます。

．目的事項
報告事項 平成 年度（平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで）事業報告の内容、連結
計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件
平成 年度（平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで）計算書類の内容報告の件
決議事項

会社提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 剰余金の処分の件
第 号議案 取締役全員任期満了につき 名選任の件
第 号議案 監査役全員任期満了につき 名選任の件
第 号議案 取締役賞与支給の件



株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 剰余金の処分案の件
第 号議案 取締役解任の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

上記の会社提案（第 号議案から第 号議案まで）および株主か
らのご提案（第 号議案から第 号議案まで）にかかる議案の内
容等は 頁から 頁に記載のとおりであります。

以 上

・当日ご出席の方は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場
受付へご提出くださいますようお願い申しあげます。

・株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書
類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（ ）に掲載させていただきます。



（添付書類）
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設備投資の

．設備投資
電 気
情報通信
その他の
内部取引

状況

額
事 業
事業
事業
消去

億
億
億
億

円
円
円
円

設備投資

．主な設備

新
完
成 設

更

総額

の新増設工

億

事等

〔火 力
設 舞鶴発

備 〔火 力
堺港発新

〔水 力

発 電

〕
電所第 号機

〕
電所第 、

〕

円

設

号機

備

（ ）

（各 ）

新
継
続
中

設
更

大滝発
（平成
〔太陽光

設

電所
年 月 日
〕

堺太陽
（堺第
（平成

〔火 力
備 姫路第
新

光発電所
区太陽光発電
年 月 日
で一部運転

〕
二発電所第

で一
（ ）
部運転開始）

所の名称変更
、平

開始）

号機 第 号

（ ）
）
成 年 月 日

機
（各 ）

資金調達の
．社 債

．借入金

状況

発 行

億

借 入

額

円

額

償 還

億円

返 済

額

額

億円 億円



．コマーシ

財産および

ャル・ペーパー

発 行

億

損益の状況

額

円

の推移

償 還

億円

額

区

売
（営 業

経 常

分 平成 年度
（第 期）

上 高
収 益）

利 益

億円

億円

平成 年度
（第 期）

平成 年度
（第 期）

億円

億円

億円

億円

平成 年度
（当期）

億円

億円

当 期

株当た

総

（注）

純 利 益

り当期純利益

億円

円

資 産

．平成 年度
別損失として
り、当期純利

億円

は、燃料価格の
過年度原子力
益は減少いたし

億円

円

億円

円

億円

上昇等による
発電施設解体
ました。

億円

燃料費の増加
費引当を計上し

億円

円

億円

に加えて、特
たことによ

．平成 年度
料の増加など
上することと

は、燃料価格の
から経常費用が
なりました。

．平成 年度
響により、燃
経常費用が減
．平成 年度
伴い売上高は

は、原子力発電
料費や他社から
少し、経常利益
は、夏場の記録
増加しましたも

上昇による燃
増加し、経常

料費や他社か
損失および当

所の稼動率の
の購入電力料
および当期純
的な猛暑など
のの、資産除

向上や燃料価
が減少したこ
利益を計上い
による販売電
去債務に関す

らの購入電力
期純損失を計

格の低下の影
となどから、
たしました。
力量の増加に
る会計基準の

適用に伴い特
ました。

別損失を計上したことにより、当期純利益は減少いたし



重要な子会

会

株式会

社および関連会社の状況

社 名

社ケイ オプティ

資 本

コム 億

金 出資比

円

率 主要な

電気通信
ンターネッ
ス、法人％
ス）、電気

事業内容

事業（個人向イ
ト接続サービ
向通信サービ
通信業務の受

株式会社

株式会

関電エネルギーソリュー

社ケイ・キャ

ション

ット

託、電気通

ガス販売代
ネレーショ
販売、
空調・機械
サービス

事業
（ によ
ト接続サー

信設備の賃貸

行、コージェ
ンシステムの
事業、電気・
等の総合管理

、電気通信事業
るインターネッ
ビス）

関電不

株式会社

株式会社

関電プ

動産株式会

かんでんエンジニア

社

リング

日本ネットワークサ

ラント株式会

都市開発株式

ポート

社

会社

不動産の分

電力流通・
信設備の保

配電資機材

火力・原子
保全、工事

ビル開発、

譲、賃貸、管理

電気・情報通
全、工事

の製造、販売

力プラントの

住宅分譲、緑

ファシ

関電システ

リティマネジメント株式会社

ムソリューションズ株式会社

化事業

オフィスビル
病院等の施
場運営管理

情報システ
計、構築、
および情報
するコンサ

環境・土木

・商業施設・
設管理、駐車

ムの企画、設
保守運用管理
システムに関
ルティング

・建築に関す
株式会社環境総合テクノス る調査、分

ティング、
析、コンサル
工事



会

株式会

日 本

社 名

社関電

原 燃 株 式 会

資 本

億

社

金 出資比

円

率 主要な

リース、自％ 険代理店

ウラン濃縮
事業、廃棄
廃棄物埋設

事業内容

動車整備、保

事業、再処理
物管理事業、
事業

株 式

株式会

サンロケ

（注）

会 社 き ん で ん

社エネゲー

パワー コーポレー

．日本原燃株
したことなど
． 印は持分法

ト

ション （億フィリピン

式会社は、平成
から、持分法適
適用の関連会

電気・情報
連工事

電力量計の

ペソ）

年 月の増
用の関連会社
社であり、他は

修理、取替
御機器の製

フィリピン
発電事業

資引受により
となりました
すべて子会社

通信・環境関

製造、販売、
および電気制
造、販売

における水力

持分比率が上
。
であります。

昇

主要な事業

当社グル
設備や技術・
る 情報通信
提供を行う
加価値の高い
的に事業展開

．出資比率に

内容

は、間接所有分

ープは、 電
ノウハウを
事業 のほ
総合エネル
生活環境づ
しておりま

気事業 を中
多面的に活用
か、お客さま
ギー 、不動
くりを推進す
す。

を含んでおります。

核として、当
し、総合的な
に最適なエネ
産開発や生活
る 生活アメ

社グループの
情報通信サー
ルギー・ソリ
関連サービス
ニティ の各

保有する通信
ビスを提供す
ューションの
において、付
分野で、重点

主要な事業

．当社の主
事業所
本店
支店
京都
支店

所等

要な事業所

（大阪府大阪
（大阪府大阪
市）、神戸支
（滋賀県大津

および発電所

市）、原子力事
市）、大阪南支
店（兵庫県神
市）、和歌山支

業本部（福
店（大阪府
戸市）、奈良支
店（和歌山

井県三方郡美
大阪市）、京都
店（奈良県奈
県和歌山市）、

浜町）、大阪北
支店（京都府
良市）、滋賀
姫路支店（兵

庫県姫
北陸支

路市）、東京
社（富山県

支社（東京都
富山市）、火力

千代田区）、東
センター（

海支社（愛知
大阪府大阪市

県名古屋市）
）

、



発電所
水力発
喜
木曽
音沢

火力発

電所（出力
山（京都府
、読書（以上
、黒部川第
電所（出力

以
）、奥吉野（奈良
長野県）、丸山
四（以上富山

上）
県）、大河内
、下小鳥（以
県）
以上）

、奥多々良木（
上岐阜県）、新

以上兵庫県）
黒部川第三

、
、

堺港
上和

原子力
美浜

．重要な子
株式会
株式会
株式会
関電不

、南港、多奈
歌山県）、姫
発電所

川第二（以上
路第一、姫路

、高浜、大
会社の本店
社ケイ・オ
社関電エネ
社ケイ・キ
動産株式会

飯（以上福井
所在地
プティコム（
ルギーソリュ
ャット（大阪
社（大阪府大

大阪府）、舞
第二、相生

鶴（京都府）、
、赤穂（以上

県）

大阪府大阪市
ーション（大
府枚方市）
阪市）

）
阪府大阪市）

海南、御坊（以
兵庫県）

株式会
株式会
関電プ

関電シ
株式会
株式会

社かんでん
社日本ネッ
ラント株式

エンジニアリ
トワークサポ
会社（大阪府

都市開発株
ファシリテ
ステムソリ
社環境総合
社関電

式会社（大阪
ィマネジメン
ューションズ
テクノス（大
（大阪府大

ング（大阪府
ート（大阪府
大阪市）

大阪市）
大阪市）

府大阪市）
ト株式会社
株式会社（兵
阪府大阪市）
阪市）

（大阪府大阪市
庫県西宮市）

）

使用人の状

区

電

情報

その

合

況

分 使

気 事 業

通信事業

他の事業

計

用人数 前年度

名

末比増減

名

（注）使用人数は就業人員であり、休職者等を除いております。



主要な借入

株式会

株式会社

株 式 会

先

借 入

社日本政策

みずほコーポ

社 三 井 住

先

投資銀行

レート銀行

友 銀 行

借入金残高

億円

株式会

住 友 信

日 本 生

．会社の株式
発行可能株
発行済株式

社三菱東京

託 銀 行 株

銀行

式 会 社

命 保 険 相

に関する事

式総数
の総数

互 会 社

項

億
億

万
万

株
株

株主数
大株主

大

日 本 生

日本トラステ

株 主

阪

命 保 険 相

ィ・サービス信託銀行

名

市

互 会 社

株式会社（信託口）

万 名

当

持 株

社への出資状

数

千株

況

出資比率

％

神

日本マスタ

関 西

株式会社

株 式 会

株式会

戸

ートラスト信託銀行株

市

式会社（信託口）

電 力 持

みずほコーポ

社 三 井 住

社三菱東京

株 会

レート銀行

友 銀 行

銀行

（注）出資比率は、自己株式（ 株）を控除して計算しております。



．会社役員に
取締役およ

地

関する事項

び監査役の

位 氏

氏名等

名 担 当 重要な

全日本
社外取

兼職の状況

空輸株式会社
締役

取締役

取締役

取締役

会長 森 詳 介

社長 八

副社長 齊

木 誠

電
藤 紀 彦 行

全

阪急阪
ングス
取締役
社団法

力流通事業本
為規制担当、
般

合会副

部長 株式会業務 外監査

神ホールディ
株式会社社外

人関西経済連
会長

社きんでん社
役

取締役

取締役

取締役

副社長 神
お

野 榮 グ
部

副社長 向

副社長 濱

地
井 利 明 当

地

企

理田 康 男 ル

客さま本部長
ループ経営推
、業務全般

日立造進本 外監査

域共生・広報
、秘書室担当
室担当

画室担当（企
、経営 品

）、原子燃料サ
室担当（サイク

室担
、立

画、
質管
イク
ル事

船株式会社社
役

常務取

常務取

業
推

締役 井

締役 生

人狩 雅 文 経

グ
駒 昌 夫 部

企

）、原子力保全
進室、購買室

改革
担当

株式会
材活性化室担
営監査室担当

ループ経営推
長
画室担当（国

当、 ルハー
社会福
ん福祉

進本 東洋テ
社外取際）

社かんでんエ
ト取締役社長
祉法人かんで
事業団理事長

ック株式会社
締役

常務取締役 橋 研本 徳 昭 木
究開発室担当
建築室担当

、土



地

常務取

常務取

常務取

位 氏

締役 迎

締役 豊

締役 香

名

陽 一 燃

松 秀 己 原

川 次 朗 お

電

担 当

料室担当

子力事業本部

客さま本部長代

力流通事業本

重要な

長

理

部長

兼職の状況

常務取

常務取

常務取

常務取

締役 土 井 義 宏 代

原

締役 白

締役 岩

締役 岩

理井 良 平 原
担

経根 茂 樹 担

火谷 全 啓 環

理、経営改革
本部長

子力事業本部

・

長代

子燃料サイク
当（原燃契約

理室担当、総
当

力事業本部長
境室担当

ル室
）

務室

取 締

取 締

役 廣 電江 譲 事

役 井 上 礼 之

気事業連合
・事務局長

会理

ダイキン
社取締
阪急阪
グス株
締役
社団法
合会副

近畿日

工業株式会
役会長兼
神ホールディン
式会社社外取

人関西経済連
会長

本鉄道株式会

取 締

取 締

役 辻 井 昭 雄

役 玉 越 良 介

社相談
日野自
社外監
株式会
プレス社

株式会

テンプ
グス株
査役

役
動車株式会社
査役
社近鉄エクス
外取締役

社三菱東京
銀行特別顧問
ホールディン
式会社社外監

社団法
合会副

人関西経済連
会長



地

常任監

常任監

常任監

位 氏

査役 吉

査役 畑

査役 田

名

田 護 （

中 利 勝 （

村 康 生 （

担 当

常勤）

常勤）

常勤）

重要な

株式会
外監査

兼職の状況

社きんでん社
役

監 査 役 土 肥 孝 治

弁護士
積水ハ
社外監
阪急阪
ングス
監査役
阪急電
外監査
カワセ
サプラ
外監査

ウス株式会社
査役
神ホールディ
株式会社社外

鉄株式会社社
役
コンピュータ
イ株式会社社
役

監 査

監 査

監 査

（注）

役 森 下 洋 一

役 春

役 上

． 印は代表
．取締役井上
社外取締役で

田 健 一

原 恵 美

取締役でありま
礼之、取締役辻
あります。

パナソ
社相談
トヨタ

す。
井昭雄および

社社外

京都橘

取締役玉越良

ニック株式会
役
自動車株式会
監査役

大学教授

介の各氏は、

．監査役土肥
上原恵美の各
．取締役会長

孝治、監査役
氏は、社外監査
森 詳介氏は、

人関西経済連
．取締役社長
合会の会長に
．取締役玉越
西経済連合会
．常任監査役

合会の会長に就
八木 誠氏は、
就任しておりま
良介氏は、平成
の副会長を退任
吉田 護氏は、

森下洋一、監
役であります
平成 年 月

査役春田健一お
。
日付をもっ

任しておりま
平成 年 月
す。
年 月 日

しております
当社経理部長

す。
日付をもっ

付をもって公
。
および経理部

よび監査役

て公益社団法

て電気事業連

益社団法人関

門担当役員を
歴任するなど
であります。

、財務および会計に関する相当程度の知見を有するもの



．常任監査役田村康生氏は、
理室長を歴任
するものであ
．社外取締役
な関係はあり
．当事業年度

地 位

するなど、財務
ります。
および社外監査
ません。
中辞任した監査

氏 名

当社経理室マネジャーおよ
および会計に

役の重要な兼

役は次のとお

辞任年

関する相当程

職先と当社と

りであります。

月日

び執行役員経
度の知見を有

の間には特別

常任監査役 花 井 良 一

．当事業年度

氏

森 詳

中の取締役の地

名 新

介 取締役

平成 年 月 日

（地位は
位の異動は次

会長 取締

辞任時）
のとおりであり

旧

役社長 平成

ます。

異動年月日

年 月 日

取締役およ

八 木 誠 取締役

豊 松 秀

び監査役の

己 常務取

報酬等の額

社長 取締役副社長 平成

締役 常務取締役 平成

（ 印

年 月 日

年 月 日

は代表取締役）

取 締

監 査

（注）

役

役

名 百万

名 百万

．上記には第
名および監査
．上記には第
万円を含めて
．株主総会の
取締役 月

回定時株主総
役 名に対する
回定時株主総

おります。
決議による役員
額 百万円以

（うち社外円

（うち社外円

取締役 名

監査役 名

会の終結の時
報酬額を含め
会において決

報酬額は次の
内（使用人兼

をもって退任
ております。
議予定の取締

とおりでありま
務取締役の使用

百万円）

百万円）

した取締役

役賞与 百

す。
人分給与は

監査役 月額 百万円以
含まない

内
。）



当事業年度

区 分

社外取締

社外取締

における社外役員の主な

氏

役 井 上

役 辻 井

名

当事業
礼 之 に出席

言を行

当事業
昭 雄 出席し

活動状況

当事業年度に

年度に開催し
し、主に企業
っております

年度に開催し
、主に企業経

おける主な活

た取締役会
経営者として
。

た取締役会
営者としての

動状況

回のうち 回
の見地から発

回のすべてに
見地から発言

社外取締

社外監査

社外監査

役 玉 越

を行っ

当事業
良 介 に出席

役 土 肥

役 森 下

から発

当事業
回、ま孝 治 に弁護
おりま

当事業
回、ま洋 一

ております。

年度に開催し
し、主に金融

た取締役会
機関の経営者

言を行ってお

年度に開催
た監査役会
士としての専
す。

年度に開催
た監査役会

ります。

した取締役会
回のうち 回
門的見地から

した取締役会
回のうち 回

回のうち 回
としての見地

回のうち
に出席し、主
発言を行って

回のうち
に出席し、主

社外監査

社外監査

に企業
ります

当事業

役 春 田

役 上 原

役会健 一 よび企
行って

当事業
回、ま恵 美 政経験
から発

経営者として
。

年度に開催し

の見地から発

た取締役会
回のすべてに
業経営者とし
おります。

年度に開催
た監査役会
者および学識
言を行ってお

出席し、地方
ての幅広い見

した取締役会
回のうち 回
経験者として
ります。

言を行ってお

回および監査
行政経験者お
地から発言を

回のうち
に出席し、行
の幅広い見地

．会計監査人

会計監査人
有限責任監

当事業年度
．当社が支
．当社およ

の状況

の名称
査法人トー

に係る会計
払うべき会
び当社子会

マツ

監査人に対す
計監査人とし
社が支払うべ

る報酬等の額
ての報酬等の
き金銭その他

額
の財産上の利

百万円
益の合計額

百万円

（注） ．当社と会計
と金融商品取

監査人との間の
引法に基づく監

監査契約にお
査の監査報酬

いて、会社法
等の額を区分

に基づく監査
しておらず、



非監査業務

実質的にも区分できないため
ております。
．当社の重要
社関電エネル
動産株式会社
類の監査は、

の内容

な子会社である
ギーソリューシ
および株式会社
監査法人浩陽会

、 の金額にはこれらの合

、株式会社ケ
ョン、株式会
かんでんエン
計社が行って

イ・オプティ
社ケイ・キャ
ジニアリング
おります。

計額を記載し

コム、株式会
ット、関電不
の計算関係書

当社は、会
（非監査業務
導業務 およ
された手続き

会計監査人
．当社は
計監査人の
計監査人を
．当社は

計監査人に
）である
び 送配電

対して、公認
国際財務報告
部門収支計算

業務 を委

の解任また
、会計監査人
解任が相当
解任するこ
、会計監査人

託し対価を支

は不再任の決
が会社法第
であり、かつ
とといたしま
が会社法第

会計士法第
基準（
書に係る超過

条第 項の業
）適用に関
利潤等管理表

払っておりま

定の方針
条第 項各
緊急性を有す
す。
条第 項各

す。

号のいずれか
ると判断した

号のいずれか

務以外の業務
する助言・指
に対する合意

に該当し、会
場合には、会

に該当し、ま
たは会計監
会計監査人
任または不

．取締役の職
体制その他業

当社は上記の

当社は、事業

査人として
の解任また
再任を目的

の信頼を損な
は不再任を相
とする議案を

務の執行が
務の適正を

体制に関し

運営の透明

法令および定
確保するため

、取締役会に

性・健全性を

う事情がある
当と判断した
株主総会に提

ことその他の
場合には、会
出することと

款に適合す
の体制

おいて次のと

確保しつつ、

ることを確

おり決議して

持続的な企業

事由により、
計監査人の解
いたします。

保するための

おります。

価値の向上を
実現するため、
効性の高いもの

取締役の職
当社は、株

各種委員会を
び会計監査人
れの立場から
取締役は

次のとおり
とするべく

、業務の適正
、継続的な改

務の執行が
主総会から
置き、職務
を置き、職
確認する体
、 関西電力

法令および定
経営の負託を
の執行を適正
務の執行が適
制をコーポレ
グループ経営

を確保するた
善に努めるも

めの体制を定
のとする。

款に適合する
受けた取締役
に行うととも
法・適正かつ
ート・ガバナ
ビジョン お

ことを確保す
会のもとに、
に、監査役、
妥当であるこ
ンスの基本と
よび 関西電

め、これを実

るための体制
常務会および
監査役会およ
とを、それぞ
する。
力グループ

行動憲章
職務の執行を

等に定め
律し、率先

た経営の基本
してこれを実

的方向性や行
践する。

動の規範に従って、自らの



取締役会は
に取締役の職
監査役は、

事項に関する
を調査するな
行う。
また、会計

、経営上の重要な事項に
務の執行状
取締役会な
説明を聴取
ど、取締役

監査人は、

況等に関する
どの重要な会
するとともに
の職務執行に

会社から独立

ついて審議・決定するとと
報告を受け、
議体に出席し
、主要な事業
ついて適法性

した立場で、

取締役を監督
、取締役から
所の業務およ
・妥当性の観

計算書類等の

もに、定期的
する。
経営上の重要
び財産の状況
点から監査を

適法かつ適正
な作成の観点

取締役の職
取締役は、

務の執行に係
保存、管理す

損失の危険
事業活動に

的に管理する

から会計監

務の執行に

査を行う。

係る情報の保
取締役会な
る情報につ
る。

の管理に関
伴うリスク
ことを基本

どの会議体に
いて、法令お

する規程その
については、
とし、組織横

存および管理に関する体制
おける議事録
よび社内規程

他の体制
社内規程に基
断的かつ重要

および業務決
に基づき、適

づき、職務執
なリスクにつ

定文書等の職
正に作成し、

行箇所が自律
いては、必要

に応じてリス
箇所に対して
さらに、リ

動に伴うリス
内部監査組

的に監査を行

取締役の職
取締役の職

および指揮命

クの分野ご
、助言・指
スクを統括

とに専門性を
導を行う。
的に管理する

クを適切な
織は、リス
う。

務の執行が
務の執行に
令系統を定

レベルに管理
クの管理体制

効率的に行わ
ついては、社
めることにより、

備えたリスク

委員会におい

管理箇所を定

て、当社グル
するよう努め
およびリスク

れることを確
内規程におい
迅速かつ効

る。
の管理状況に

保するための
て、職務権限
率的な執行体制

め、職務執行

ープの事業活

ついて、定期

体制
と責任の所在
を確保する。

また、取締
いて、役付取

使用人の職
取締役は
行動憲章

コンプライア
めることによ
また、使用

役会が決定
締役により

した方針に基
構成する常務

務の執行が
、 関西電力
等の経営
ンスに係る
り、使用人
人等から、

法令および定款
グループ経営
の基本的方向
委員会等の活
の職務の執行
コンプライア

づく重要な職
会において、

務の執行に関
原則として毎

に適合するこ
ビジョン お
性や行動の規
動を通じて、
の法令等への
ンス上疑義の

とを確保するた
よび 関西電
範について、
浸透、定着さ
適合を確保す
ある行為等に

する事項につ
週審議する。

めの体制
力グループ

および
せ、遵守を求
る。
ついて申し出

を受け付ける
談者の秘密保

コンプライ
護や不利益

アンス相談制
取扱いの排除

度を整備し、
等に留意する

その運用に当
。

たっては、相



内部監査組
性・有効性等
会において、

当社および
取締役は

力グループ

織は、法令等の遵守状況
の監査を定
公正かつ適正

子会社から
、子会社に対

行動憲

期的に行うと
な立場から内

成る企業集団に
して、 関西
章 等の経営

、その他使用人の職務の執
ともに、社外
部統制の有効

おける業務
電力グループ
の基本的方向

の有識者の参
性について審

の適正を確保す
経営ビジョン
性や行動の規

行に係る適正
加も得た委員
議、評価する。

るための体制
や 関西電
範について、

浸透を図ると
律的な管理体
確保する。
また、子会
経営状況の定
未然に防止す
内部監査組

監査を行う。

監査役の職

ともに、子
制の整備を

会社管理に係
支援、指導す

社における
期的な把握
るよう努め
織は、子会

務を補助す

重要な意思決定
を行うことに
る。
社を含む当社

べき使用人に

る社内規程に
ることにより

基づき、子会
、企業集団の

については
より、グルー

グループの業

関する事項

、事前に関与す
プ全体の企業

務執行につい

社における自
業務の適正を

るとともに
価値の毀損を

て、定期的に

、

取締役は、
ために、監査
員を配置する

監査役の職
監査役およ

役の指揮命令
も行わない。
役の意向を尊

取締役およ

監査役の求
実務、監査
。

めに応じて、
役会の運営等

務を補助す
び監査役会
を受けず、
また、当該
重する。

び使用人が

べき使用人の
の職務を補佐
当社グループ
組織の使用人

監査役に報告

監査役および
を担当する専

監査役会の職
任組織を設置

取締役からの
する専任組織
の職務の執行
の配置、異動

するための体

独立性に関す
は、監査役直
に係るいかな
、評価に当た

制その他の監

務を補佐する
し、必要な人

る事項
轄とし、取締
る職位の兼務
っては、監査

査役への報告
に関する体制
取締役およ

ことを発見し
経営、業績に
について、監

その他監査
取締役およ

るとともに、
より、監査の

び使用人は
たときは、

、当社に著し
直ちに監査役に

係る重要事
査役に報告

役の監査が
び使用人は
監査役の求
実効性を確

項、社内外へ
する。

実効的に行わ
、社内規程に
める諸資料、
保する。

い損害を及ぼ
報告すると

すおそれのあ
ともに、社内規

の開示事項、

れることを確
基づき、監査
情報について

重要な法令違

保するための
役による監査
、遅滞なく提

る事実がある
程に基づき、
反等の事実等

体制
業務に協力す
供することに



資

科

連

産 の 部

目 金

結 貸 借

平成 年

額

百万円

対 照 表

月 日現在

負 債 及

科

び 純 資 産

目

の 部

金 額

百万円

固
電

定 資
気 事 業
水 力 発
汽 力 発

そ

原 子 力
送 電
変 電
配 電
業 務
その他の電気
の 他 の

産
固 定 資 産
電 設 備
電 設 備

発 電 設 備
設 備
設 備
設 備
設 備

事業固定資産
固 定 資 産

固 定 負
社
長 期 借
退 職 給 付

債
債

入 金
引 当 金

使用済燃料再処理
使用済燃料再処理等
資 産 除 去
繰 延 税 金
そ の 他 の 固

流 動 負
年以内に期限到来

等引当金
準備引当金
債 務
負 債
定 負 債
債

の固定負債
固

核

定 資 産
建設仮勘定及

燃

投

装 荷
加 工 中
資 そ の
長 期
使用済燃料再
繰 延 税
そ の 他

仮 勘 定
び除却仮勘定

料
核 燃 料
等 核 燃 料
他 の 資 産
投 資

処理等積立金
金 資 産

の 投 資 等

短 期 借
コマーシャル・
支払手形及び

入 金
ペーパー
買掛金

未 払
繰 延 税 金
そ の 他 の 流

引 当
渇 水 準 備

負 債 合

税 金
負 債
動 負 債
金

引 当 金
計

流
貸 倒 引 当
動 資

現 金 及
受取手形
た な
繰 延 税
そ の 他 の
貸 倒 引 当

金（貸 方）
産

び 預 金
及び売掛金
卸 資 産
金 資 産
流 動 資 産
金（貸 方）

株 主 資
資 本
資 本 剰
利 益 剰

本
金

余 金
余 金

自 己 株
その他の包括利益累
その他有価証券評
繰 延 ヘ ッ ジ
為 替 換 算 調

少 数 株 主 持
純 資 産 合

式
計額
価差額金
損 益

整 勘 定
分
計

合 計 合 計



費

科

連

用 の 部

目 金

結 損 益
平成 年
平成 年

額

百万円

計 算 書
月 日から
月 日まで

収 益

科

の

目

部

金 額

百万円

営

電
そ
営

業 費

気 事 業
の 他 事 業

業

営

支
そ

業 外

払
の 他 の 営

用

営 業 費 用
営 業 費 用
利 益 （ ）

費 用

利 息
業 外 費 用

営 業 収

電 気 事 業 営
そ の 他 事 業 営

益

業 収 益
業 収 益

営 業 外 収

受 取 配
受 取 利
持分法による投
そ の 他 の 営 業

益

当 金
息

資利益
外 収 益

当

当

渇水

期 経 常 費

期 経

準備金引当又

渇

特

資

税

法

水 準 備

別 損

産除去債務会計基準

金等調整前

人 税

用 合 計

常 利 益

は取崩し

金 引 当

失

の適用に伴う影響額

当期純利益

等

当 期 経 常 収 益 合 計

法
法

人
人 税 等

少数

少

当

株主損益調整

数 株 主

期 純

税 等
調 整 額

前当期純利益

利 益

利 益



前連結会計年度末

連結株

資 本

残高（百万円）

主資本
平成 年
平成 年

金 資本

等変動計算書
月 日から
月 日まで

株 主 資

剰余金 利益剰余金

本

自 己 株 式 株主資本合計

当 連

剰

結 会 計 年

余 金 の

当

持分

自

自

自

利益剰

期 純

法 の 適 用 範

己 株 式

己 株 式

己 株 式

余金から資本剰

度 変 動 額

配 当

利 益

囲 の 変 動

の 取 得

の 処 分

の 消 却

余金への振替

株主資

当連結

当連結

本以外の項目の当連結会

会計年度変動額

会計年度末

前連結

当 連

会計年度末

結 会 計 年

計年度変動額（純額）

合計（百万円）

残高（百万円）

その他有
券評価差

残高（百万円）

度 変 動 額

その他の

価証
額金

繰延ヘッ
損

包括利益累計額

ジ
益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他
益累

の包括利
計額合計

少 数

持

株 主

分

純 資 産

合 計

剰

当

持 分

余 金 の

期 純

法の適用範

自

自

自

利益剰

株主資

当連結

己 株 式

己 株 式

己 株 式

余金から資本剰

本以外の項目の当連結会

会計年度変動額

配 当

利 益

囲 の 変 動

の 取 得

の 処 分

の 消 却

余金への振替

計年度変動額（純額）

合計（百万円）

当連結会計年度末残高（百万円）



．連結計算書類
連結の範囲
連結子会社
主要な連結

連

の作成のための基本
に関する事項
の数 全
子会社の名称

結 注
平成 年
平成 年

となる重要

子会社
ケイ オプ

記 表
月 日から
月 日まで

な事項に関する注

社
ティコム、 関電エ

記

ネルギーソリューション、

会
当連結会計
計年度中の
持分法の適
．持分法を
関連会社
会社の名

ン

ス

ケイ キャ
グ、 日本
都市開発
テムソリュ

年度中の新規設立に
合併により 社を連
用に関する事項
適用した関連会社
の数
称 日

コ

より 社を
結の範囲か

社
本原燃 、
ーポレーシ

ット、関電不動産
ネットワークサポ
、 ファシリ
ーションズ 、

、 かんで
ート、関電プ
ティマネジメ
環境総合テク

新たに連結の範囲
ら除外している。

きんでん、 エネ
ョン

に含めている

ゲート、サン

んエンジニアリ
ラント 、
ント 、関電シ
ノス、 関電

。また、当連結

ロケ・パワー・

当連結会
法を適用し
．持分法を
主要な会
持分法を
影響が軽微
会計処理基
．重要な資
有価証
満期保
その他

計年度より、日本原
ている。
適用しない関連会社
社等の名称 日

燃 は、増

本原子力発
適用しない関連会社
であり、かつ、全体
準に関する事項
産の評価基準および
券
有目的債券 償
有価証券 時

は、それぞ
としてもそ

評価方法

却原価法
価のあるも
決算日の市

資の引受けに伴い

電

関連会社とな

れ連結純損益およ
の影響に重要性が

の
場価格等に基づく

び連結利益剰
乏しい。

時価法（評価

ったため、持分

余金等に及ぼす

差額は全部純資

たな卸

．重要な減
有形固定
．重要な引
退職給
退職給
の連結子
過去勤

時

資産 主

産直入法に
より算定し
価のないも
主として移
として総平
低

価償却資産の減価償
資産は主として定率
当金の計上基準
付引当金
付に充てるため、将
会社は現価方式によ
務債務は、その発生

下に基づく
却の方法
法、無形固

来の退職給
る額から年
時の従業員

より処理し、売却
ている。）
の
動平均法による原
均法による原価法

原価は主とし

価法
（貸借対照表

簿価切下げの方法

定資産は定額法に

付見込額を基礎と
金資産の評価額を
の平均残存勤務期

により算定し

よっている。

した現価方式
控除した額）
間以内の一定

て移動平均法に

価額は収益性の
ている。）

による額（一部
を計上している。
の年数（主とし

て 年）
数理計
内の一定

による定額法により
算上の差異は、各連
の年数（主として

費用処理し
結会計年度
年）による

ている。
の発生時における
定額法（一部の連

従業員の平均
結子会社は定

残存勤務期間以
率法）により按



分した額
度）から
使用済
再処理
てるため
当該使用
なお、
部を改正
百万円に

をそれぞれ発生の
費用処理することと
燃料再処理等引当金
等を行う具体的な計

翌連結会計
している。

画を有する
、再処理等の実施に
済燃料の量に応じて
平成 年度の引当金
する省令 （平成
ついては、平成 年

要する費用
現価方式
計上基準変
年経済産業
度から 年

年度（一部の連結子

使用済燃料の再処

会社は発生

理等の実施に
の見積額を原子力
（割引率 ％）によ
更に伴い生じた差
省令第 号）附則第
間にわたり計上す

発電所の運転
り計上して
異（ 電気事
条に定め

ることとして

の当連結会計年

要する費用に充
に伴い発生する
いる。
業会計規則の一
る金額）
おり、当連結会

計年度末
また、
引率等の
は、翌連
わたり計
使用済
再処理
充てるた
る当該使
．その他連
特定原
資産

における未認識の引
電気事業会計規則取
諸元を用いて計算
結会計年度から再処
上することとしてい
燃料再処理等準備引
等を行う具体的な計

当金計上基
扱要領第
した当連結
理等を行う
る。
当金
画を有しな

め、再処理等の実施
用済燃料の量に応じ
結計算書類の作成の
子力発電施設の廃止
除去債務に関する会

に要する費
て現価方式
ための重要
措置に係る
計基準の適

準変更に伴う差異
の規定により、翌
会計年度末の見積差
具体的な計画を有

い使用済燃料の再

は 百
連結会計年度
異
する使用済燃

処理等の実施
用の見積額を原子
（割引率 ％）に
な事項
資産除去債務相当
用指針 （企業会計

力発電所の運
より計上して

資産の費用化
基準適用指

万円である。
に適用される割
百万円について
料の発生期間に

に要する費用に
転に伴い発生す
いる。

の方法
針第 号 平成

年 月
資産除去
年通商産
なお、
の総見積
消費税
消費税

連結計算書
．資産除去
当連結会
年 月 日
針第 号
原子力発

日）を適用し、原
債務相当資産につい
業省令第 号）によ
特定原子力発電施設
額を基準として計上
等の会計処理
および地方消費税の
類作成のための基本

子力発電設
ては、 原
り原子力発
の廃止措置
している。

会計処理は
となる重要

債務に関する会計基
計年度より、 資産
）および 資産除去
平成 年 月 日）
電施設解体引当金に

準の適用
除去債務に
債務に関す
を適用して
関する省令

備のうち特定原子
子力発電施設解体引
電実績に応じて費
に係る資産除去債

、税抜方式によっ
な事項の変更

力発電施設の
当金に関す
用化している
務は、原子力

ている。

関する会計基準 （
る会計基準の適用
いる。また、これら
（平成元年通商産

企業会計基準
指針 （企業
の会計基準
業省令第

廃止措置に係る
る省令 （平成元
。
発電施設解体費

第 号 平成
会計基準適用指
等の適用に伴い、
号）が改正され

ている。
これによ
純利益は
債務の計上
百万円）で
．企業結合
当連結会
月 日）、
研究開発

日）、 事業
に関する会
会計基準及

り、営業利益は
百万円それぞれ

額は 百万円
ある。
に関する会計基準等
計年度より、 企業

百万円、
減少してい
（うち、原

の適用
結合に関す

連結財務諸表に関す
費等に係る会計基
分離等に関する会計
計基準 （企業会計
び事業分離等会計基

る会計基準
準 の一部
基準 （企
基準第 号
準に関する

当期経常利益は
る。また、当会計
子力発電施設解体引

る会計基準 （企業

百万円、税
基準等の適用
当金からの

会計基準第
（企業会計基準第
改正 （企業会計基
業会計基準第 号
平成 年 月 日
適用指針 （企業会

号 平成
準第 号
平成 年 月
公表分）お
計基準適用

金等調整前当期
による資産除去
振替額は

号 平成 年
年 月 日）、
平成 年 月
日）、 持分法

よび 企業結合
指針第 号 平

成 年 月
．表示方法
連結損益

日）を適用してい
の変更
計算書関係

る。



．連

当連結会
年 月 日
年法務省
結貸借対照
担保に供し
．当社の財
社 債
日本政

．連結子会

計年度より、 連結
）に基づき、 会社
令第 号）を適用し
表に関する注記

財務諸表に
法施行規則
、 少数株主

ている資産および担
産は、社債および

策投資銀行からの借
社において担保に供

保に係る債
日本政策投

入金
している資

関する会計基準 （
、会社計算規則等の
損益調整前当期純

企業会計基準
一部を改正
利益 を表示

務
資銀行からの借入

産

金の一般担保
百万
百万

第 号 平成
する省令 （平成
している。

に供している。
円
円

土地およ
上記資産
借 入
買 掛

有形固定資
たな卸資産
商品及び
仕掛品
原材料及
販売用不
保証債務
社債に対す

び建物等
を担保としている債
金
金
産の減価償却累計額
の内訳科目および金
製品

務

額

び貯蔵品
動産

る保証債務

百万

百万
百万
百万

百万
百万
百万
百万

円

円
円
円

円
円
円
円

日本原燃
借入金等に
日本原燃
セノコ・
ロジャナ
原燃輸送
提携住宅
そ の
スワップ契
セノコ・
会社法以外
渇水準備引
電気事業

対する保証債務

エナジー・プライベ
・パワー・カンパニ

ローン利用顧客
他

ート・リミ
ー・リミテ

約に対する保証債務
エナジー・プライベ
の法令の規定による
当金
法第 条の規定によ

ート・リミ
引当金

り計上して

テッド
ッド

百万

百万
百万
百万
百万
百万
百万

テッド

いる。

百万

円

円
円
円
円
円
円

円

．連結株主資本
当連結会計
配当に関す
．配当金支
平成 年
配当金
株当
基 準
効力発
平成 年
配当金
株当

等変動計算書に関す
年度の末日における
る事項
払額
月 日の定時株主

の総額
たり配当額

る注記
発行済株式

総会におい

日
生日
月 日の取締役会

の総額
たり配当額

において、

の総数

て、次のとおり決議している。
百万

平
平

次のとおり決議し

成 年 月
成 年 月
ている。

百万

株

円
円
日
日

円
円

基 準
効力発

．基準日が

日
生日
当連結会計年度に属する配当の

平
平

うち、配当の効力

成 年 月
成 年 月
発生日が翌連

日
日
結会計年度とな



るもの
平成 年
配当金
配当の

．金

株当
基 準
効力発

融商品に関
金融商品の

月 日開催の定時
の総額
原資

株主総会の

たり配当額
日
生日
する注記
状況に関する事項

議案として、次のとおり提案し
百万

利益剰余

平
平
成 年 月
成 年 月

ている。
円
金
円
日
日

限
短

外
案

当社グルー
り自己資金
期的な運転
資金調達に
貨建てもし
し決定して
また、有価
て
等
に

が

おり、使用
のための積
係る費用の
受取手形及
回収される

プは、電気事業等を
にて賄い、不足する
資金をコマーシャル
あたっては、円貨建
くは変動金利のもの
いる。
証券及び投資有価証

行うための
資金につい
・ペーパー
て及び固定
があり、償

券について
済燃料再処理等積立
立金の積立て及び管
積立て・取戻しを行
び売掛金の大部分を
。

金について
理に関する
っている。
占める電気

設備投資や債務償
ては主に社債や借入
等により調達して
金利のものを主と
還年限については

は、主に電気事業

還などに必要
金によって
いる。
しているが、
、金融環境な

の運営上必要
は、 原子力発電に
法律 等の法令に従

料金債権は、毎月

おける使用
い、使用済

検針後、 日

な資金を可能な
資金調達を行い、

一部については
どを総合的に勘

なものを保有し
済燃料の再処理
燃料の再処理等

以内にほとんど

要
る

等
を
社

有価証券及
性の観点に
。
支払手形及
の輸入に伴
ヘッジして
債発行時に
借入金のう
た

次

めに、金利
金融商品の
平成 年
のとおりで

び投資有価証券は、
加え、時価や発行体

び買掛金は、ほとん
う外貨建てのものが
いる。また、外貨建
通貨スワップ取引を
ち、変動金利の長期

主に電気事
の財務状況

ど 年以内
あり、原則
て社債につ
利用してい
借入金の一

スワップ取引を利用
時価等に関する事項
月 日における連結
ある。

している。

貸借対照表

業の運営上必要な
等を把握し、保有

の支払期日である
として先物為替予
いては、為替の変動
る。
部については、金

株式であり、
状況を定期的

。また、その
約を利用して
リスクをヘ

利の変動リス

計上額、時価およびこれらの差

事業運営上の必
に見直ししてい

一部には、燃料
為替変動リスク
ッジするために、

クをヘッジする

額については、

（単位 百万円）

資 産
．有価証
．使用済
．現金及
．受取手

負 債
．社 債
．長期借
．短期借
．コマー

券及び投資有価証券
燃料再処理等積立金
び預金
形及び売掛金

連

（ ）

（ ）
入金（ 、 ）
入金（ ）
シャル・ペーパー

結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

．支払手
．未払税

形及び買掛金
金



（ ）連結貸
（ ）連結貸
（ ）連結貸

会社か

（

（ ）連結貸

注 ）金融
．有価証
これら
取引金融

借対照表上 長期投
借対照表上 年以
借対照表上 その他
らの借入金を含めて

資 および
内に期限到来
の固定負債
いる。

借対照表上 その他

商品の時価の算定方
券及び投資有価証券
の時価について、株
機関から提示された

の流動負債 に

法に関する

式は取引所
価格によっ

その他の流動資産
の固定負債 に計上
および その他の流

に計上してい
しているもの
動負債 に計

計上している関連会

事項

の価格によってお
ている。

社からの借

り、債券は取

る。
を含めている。
上している関連

入金を含めている。

引所の価格又は

．使用済
これは
実施する
び管理に
この取
しに関す
該計画の
によって
．現金及
これら
価額によ
．社 債

燃料再処理等積立金
、特定実用発電用原
ために 原子力発電
関する法律 に基づ
戻しにあたっては、
る計画に従う必要が
将来取戻し予定額の

子炉の運転
における使
き拠出した
経済産業大
あり、この
現価相当額

いる。
び預金、並びに ．
は短期間で決済され
っている。

受取手形及
るため、時

に伴って生じる使
用済燃料の再処理
金銭である。
臣が承認した使用
帳簿価額は、当連
に基づいているこ

用済燃料の再
等のための積

済燃料再処理
結会計年度末
とから、時価

び売掛金
価は帳簿価額にほぼ等しいこと

処理等を適正に
立金の積立て及

等積立金の取戻
現在における当
は当該帳簿価額

から、当該帳簿

当社の
当処理の
を発行し
．長期借
長期借
グループ
ていると
期間ごと
利率で割
．短期借
払税金
これら
価額によ

発行する社債の時価
対象とされており、
た場合に適用される
入金
入金のうち、変動金
の信用状態は実行後
考えられるため、当

は、市場価
円貨建固定
と考えられ

利によるも
大きく異な
該帳簿価額

に区分した当該長期
り引いて現在価値を
入金、 ．コマーシ

は短期間で決済され
っている。

借入金の元
算定してい
ャル・ペー

るため、時

格によっている。
利付社債とみて、
る利率で割り引い

のは、短期間で市
っていないことか
によっている。固

一部の社債は
元利金の合計
て現在価値を

場金利を反映
ら、時価は帳
定金利による

利金の合計額を同
る。
パー、 ．支払手

価は帳簿価額にほ

様の借入にお

形及び買掛金

ぼ等しいこと

為替予約等の振
額を同様の社債
算定している。

し、また、当社
簿価額と近似し
ものは、一定の
いて想定される

、並びに ．未

から、当該帳簿

（

．

注 ）非上
計上額
とができ
投資有価
株当たり情
株当たり
株当たり

．そ

照表
の

の他の注記
会社計算規
および連結
評価・換算

場株式（連結貸借対
百万円）は、市

ず、時価を把握する
証券 には含めてい
報に関する注記
純資産額
当期純利益

照表計上額
場価格がな
ことが極め
ない。

則の一部を改正する
株主資本等変動計算
差額等 から名称を

省令 （平
書の その
変更してい

百万円）、出
く、かつ、将来キ
て困難と認められ

資証券等
ャッシュ・フ
るため、

円
円

成 年法務省令第
他の包括利益累計
る。

号）を適用
額 は、前連

（連結貸借対照表
ローを見積るこ
．有価証券及び

銭
銭

し、連結貸借対
結会計年度まで



資

科

貸

産 の 部

目 金

借 対

平成 年

額

百万円

照 表

月 日現在

負 債 及

科

び 純 資 産

目

の 部

金 額

百万円

固
電

定 資
気 事 業
水 力 発
汽 力 発
原 子 力

附
事
固

内 燃 力
新エネルギ
送 電
変 電
配 電
業 務
貸 付
帯 事 業
業 外 固
定 資 産

産
固 定 資 産
電 設 備
電 設 備

発 電 設 備
発 電 設 備
ー等発電設備
設 備
設 備
設 備
設 備
設 備

固 定 資 産
定 資 産
仮 勘 定

固 定 負
社
長 期 借
長 期 未 払
リ ー ス

債
債

入 金
債 務
債 務

関 係 会 社 長
退 職 給 付
使用済燃料再処理
使用済燃料再処理等
資 産 除 去
雑 固 定

流 動 負
年以内に期限到来
短 期 借
コマーシャル・

期 債 務
引 当 金
等引当金
準備引当金
債 務
負 債
債

の固定負債
入 金
ペーパー

核

建 設
除 却

燃
装 荷

投

流

加 工 中
資 そ の
長 期
関 係 会 社
使用済燃料再
長 期 前
繰 延 税
貸 倒 引 当
動 資

現 金 及

仮 勘 定
仮 勘 定

料
核 燃 料
等 核 燃 料
他 の 資 産
投 資
長 期 投 資
処理等積立金
払 費 用
金 資 産
金（貸 方）

産
び 預 金

買 掛
未 払
未 払
未 払

金
金

費 用
税 金

預 り
関 係 会 社 短
諸 前
役 員 賞 与
雑 流 動

引 当
渇 水 準 備

負 債 合

株 主 資

金
期 債 務
受 金
引 当 金
負 債
金

引 当 金
計

本
売
諸 未
貯
前 払
関 係 会 社
繰 延 税
雑 流
貸 倒 引 当

掛 金
収 入 金
蔵 品
費 用
短 期 債 権
金 資 産

動 資 産
金（貸 方）

資 本
資 本 剰
資 本 準

利 益 剰
利 益 準

金
余 金
備 金
余 金
備 金

そ の 他 利 益
海外投資等
原価変動調
別 途 積
繰 越 利 益

自 己 株
評 価 ・ 換 算 差

その他有価証券評
繰 延 ヘ ッ

剰 余 金
損失準備金
整積立金
立 金
剰 余 金

式
額 等
価差額金
ジ 損 益

合 計

純 資 産 合

合

計

計



費

科

損

用 の 部

目 金

益 計
平成 年
平成 年

額

百万円

算 書
月 日から
月 日まで

収 益

科

の

目

部

金 額

百万円

営
電

業 費
気 事 業
水 力
汽 力
原 子 力
内 燃 力
新エネルギ
地 帯 間 購
他 社 購
送
変
配
販
貸 付

用
営 業 費 用
発 電 費
発 電 費
発 電 費
発 電 費
ー等発電費
入 電 力 料
入 電 力 料
電 費
電 費
電 費
売 費
設 備 費

営 業 収
電 気 事 業 営
電 灯
電 力
地 帯 間 販 売

益
業 収 益

料
料

電 力 料
他 社 販 売
託 送
事 業 者 間 精
電 気 事 業
貸 付 設 備

電 力 料
収 益
算 収 益
雑 収 益
収 益

附

一 般
電 源 開
事
電力費振替
帯 事 業

営
営
財

事

蒸気供給事
ガス供給事
燃料販売事
その他附帯

業
業 外

務
支 払
社 債
業 外

管 理 費
発 促 進 税
業 税
勘定（貸方）
営 業 費 用
業営業費用
業営業費用
業営業費用
事業営業費用
利 益
費 用
費 用
利 息

発 行 費
費 用

（ ）

附 帯 事 業 営 業 収 益
蒸気供給事業
ガス供給事業
燃料販売事業
その他附帯事業

営 業 外 収
財 務 収
受 取 配
受 取

事 業 外

営業収益
営業収益
営業収益
営業収益

益
益

当 金
利 息
収 益

当

固 定 資
雑

期 経 常 費

当

渇水

特

税

法

期 経

準備金引当又
渇 水 準

別 損
資産除去債務会計基

引 前 当 期

人 税
法 人

産 売 却 損
損 失

用 合 計

常 利 益

は取崩し
備 金 引 当

失
準の適用に伴う影響額

純 利 益

等
税 等

固 定 資 産
雑 収

当 期 経 常 収 益

売 却 益
益

合 計

当

法 人 税

期 純

等 調 整 額

利 益



株主

資本剰

資本金 資 本

資本等
平成 年
平成 年

余金

その他
資 本

利 益

変動計算書
月 日から
月 日まで
株 主 資 本
利 益 剰 余
そ の 他 利 益

海 外
投資等

原 価
変 動 別

金
剰 余 金

途 繰 越
自 己

株 式

株 主

資 本

前事業

当 事

年度末残高（百

業 年 度 変 動

海外投

別 途

剰 余

当

自 己

自 己

自 己

資等損失準備金の

積 立 金 の 積

金 の 配

期 純 利

株 式 の 取

株 式 の 処

株 式 の 消

準備金

万円）

額

剰余金 準備金

積立

立

当

益

得

分

却

損 失
準備金

調 整
積立金 積立金

利 益
剰余金 合 計

利益剰余

株主資本

当事業年

金から資本剰余金へ

以外の項目の当事業年度変動

度変動額合計（百

当事業

前事業

当 事

年度末残高（百

年度末残高（百

業 年 度 変 動

の振替

額（純額）

万円）

万円）

評価・換算
そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰
ヘ ッ
損

万円）

額

差額等
延
ジ
益

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

純 資 産

合 計

海外投

別 途

剰 余

資等損失準備金の

積 立 金 の 積

金 の 配

当

自 己

自 己

自 己

利益剰余

株主資本

期 純 利

株 式 の 取

株 式 の 処

株 式 の 消

金から資本剰余金へ

以外の項目の当事業年度変動

積立

立

当

益

得

分

却

の振替

額（純額）

当事業年

当事業

度変動額合計（百

年度末残高（百

万円）

万円）



．重要な会計方
資産の評価
．有価証券
子会社株

個

針に係る事項に関す
基準および評価方法

式および関連会社株

別 注
平成 年
平成 年

る注記

式 移動

記 表
月 日から
月 日まで

平均法による原価法
その他有

．たな卸資
貯蔵品（
び一般貯

貯蔵品（

固定資産の

価証券 時価
決
全
平
時価

産
石炭、燃料油、ガスお
蔵品）

特殊品）

減価償却の方法

移

よ 総平
対照
法に
個別
下に

のあるもの
算日の市場価格等
部純資産直入法に
均法により算定し
のないもの

に基づく時価
より処理し、
ている。）

動平均法による原

均法（一部は移動
表価額は収益性の
より算定している
法による原価法（
基づく簿価切下げ

価法

平均法）によ
低下に基づく
。）
貸借対照表価
の方法により

法（評価差額は
売却原価は移動

る原価法（貸借
簿価切下げの方

額は収益性の低
算定している。）

．有形固定
．無形固定
引当金の計
．退職給付
退職給付
ている。
数理計算
定の年数（
理すること
．使用済燃
再処理等
るため、再
使用済燃料
なお、平

資産
資産
上基準
引当金
に充てるため、将来

法人
法人

の退職給付

上の差異は、各事業
年）による定額法
としている。
料再処理等引当金
を行う具体的な計画
処理等の実施に要す
の量に応じて現価方
成 年度の引当金計

年度の発生
により按分

を有する使
る費用の見
式（割引率
上基準変更

税法に規定する方法
税法に規定する方法

見込額を基礎とし

と同一の基準
と同一の基準

た現価方式に

時における従業員
した額をそれぞれ

用済燃料の再処理
積額を原子力発電
％）により計上

に伴い生じた差異

の平均残存勤
発生の翌事業

等の実施に要
所の運転に伴
している。
（ 電気事業

に基づく定率法
に基づく定額法

よる額を計上し

務期間以内の一
年度から費用処

する費用に充て
い発生する当該

会計規則の一部
を改正する
円について
おける未認
また、電
の諸元を用
から再処理
している。
．使用済燃
再処理等
てるため、
該使用済燃
その他貸借
．特定原子

省令 （平成 年経
は、平成 年度から
識の引当金計上基準
気事業会計規則取扱

済産業省令
年間にわ
変更に伴う
要領第 の

いて計算した当事業
等を行う具体的な計

料再処理等準備引当
を行う具体的な計画
再処理等の実施に要
料の量に応じて現価
対照表等の作成のた
力発電施設の廃止措

年度末の見
画を有する

金
を有しない
する費用の
方式（割引
めの基本と
置に係る資

第 号）附則第 条
たり計上すること
差異は 百万
規定により、翌事

に定める金
としており、
円である。
業年度に適用

積差異 百
使用済燃料の発生

使用済燃料の再処
見積額を原子力発
率 ％）により計
なる重要な事項
産除去債務相当資

万円について
期間にわたり

理等の実施に
電所の運転に
上している。

産の費用化の

額） 百万
当事業年度末に

される割引率等
は、翌事業年度
計上することと

要する費用に充
伴い発生する当

方法
資産除

年 月 日
去債務に関する会計
）を適用し、原子力

基準の適用
発電設備の

指針 （企業会計基
うち特定原子力発

準適用指針
電施設の廃止

第 号 平成
措置に係る資産



除去債務相
産業省令第
なお、特
総見積額を

平

．消費税等
消費税お
資産除去債
当事業年度
日）および
成 年 月

当資産については、
号）により原子力
定原子力発電施設の
基準として計上して

原子力発
発電実績に
廃止措置に
いる。

の会計処理
よび地方消費税の会
務に関する会計基準
より、 資産除去債
資産除去債務に関
日）を適用してい

計処理は、
の適用
務に関する
する会計基
る。また、

電施設解体引当金に
応じて費用化して
係る資産除去債務

関する省令
いる。
は、原子力発

税抜方式によって

会計基準 （企業会
準の適用指針 （企
これらの会計基準

いる。

計基準第 号
業会計基準
等の適用に

（平成元年通商

電施設解体費の

平成 年 月
適用指針第 号
伴い、 原子力発

電

利
は

め

施設解体引
これにより
益は

百万
表示方法の
前事業年度
、 事業外費

．貸
なお、当事
借対照表に
担保に供し
会社の財産
社 債
日本政策

当金に関する省令
、営業利益および当
百万円減少している
円（うち、原子力発
変更
に区分掲記していた
用 の 雑損失

（平成元年
期経常利益
。また、当
電施設解体

為替差損
に含めて表

業年度の 為替差損
関する注記
ている資産および担
は、社債および 日

投資銀行からの借入

は 百

保に係る債
本政策投資

金

通商産業省令第 号
はそれぞれ 百
会計基準等の適用
引当金からの振替

は、当事業年度
示した。

）が改正さ
万円減少し
による資産除
額は

においては重

万円である。

務
銀行からの借入金の一般担保に

れている。
、税引前当期純
去債務の計上額
百万円）である。

要性が乏しいた

供している。
百万円
百万円

有形固定資
保証債務
社債に対す
日本原燃
借入金等に
ケイ・
日本原燃
エルエヌ
カンサイ
セノコ・
関西電子
ロジャナ
原燃輸送

産の減価償却累計額

る保証債務

対する保証債務
オプティコム

ジー・エビス・シッ
・ソウジツ・エンリ
エナジー・プライベ
ビーム
・パワー・カンパニ

ピング・コ
ッチメント
ート・リミ

ー・リミテ

ーポレーション
・インベスティン
テッド

ッド

グ

百万円

百万円

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

出資の履行
ケーピッ
スワップ契
セノコ・
関係会社に
長期金銭債
短期金銭債
長期金銭債
短期金銭債
附帯事業に
蒸気供給事

に対する保証債務
ク・ネザーランド
約に対する保証債務
エナジー・プライベ
対する金銭債権およ
権
権

ート・リミ
び金銭債務

務
務
係る固定資産の金額
業 専用固定資産

他事業との共
合 計 額

用固定資産

テッド

の配賦額

百万円

百万円

百万円
百万円
百万円
百万円

百万円
百万円
百万円

ガス供給事業 専用固定資産
他事業との共
合 計 額

用固定資産の配賦額
百万円
百万円
百万円



．損

会社法以外
渇水準備引
電気事業
益計算書に
関

．株
当
．税

係会社との
営業取引高
営業取引以
主資本等変
事業年度の
効果会計に

の法令の規定による
当金
法第 条の規定によ
関する注記

引当金

り計上して

取引高
費 用

外の取引高
動計算書に関する注
末日における自己株
関する注記

記
式の数

いる。

百万円
百万円

収 益 百万円

株

繰延税金資産
繰延税金資
退職給付
資産除去
減価償却
使用済燃
使用済燃
そ の
繰延税金資
評価性引当
繰延税金資
繰延税金負
資産除去

および繰延税金負債
産
引当金
債務
超過額
料再処理等引当金
料再処理等準備引当

の発生の主

金
他
産小計
額
産合計
債
債務相当資産

な原因別の内訳

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

百万円

．関
子

その他有
繰延ヘッ
海外投資
繰延税金負
繰延税金資
連当事者と
会社および

属

子

性 会社
名

会社 ケイ
プティ

価証券評価差額金
ジ損益
等損失準備金
債合計
産の純額
の取引に関する注記
関連会社等
等の
称

議決権等の所有
（被所有）割合

・オ
コム

所 有
直 接 ％

関連当事

光ファイバ
等電気通信

者との関係 取引の内

、無線鉄塔
設備の賃借

債務保
（注

容 取引金額
（百万円）

証
）

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

科 目 期末残高
（百万円）

関連会社 日本原

取引条件お
（注 ）

対
（注 ）日

対
．

．そ
電

株当たり情
株当たり
株当たり
の他の注記
気事業会計

燃 所 有
直 接 ％

よび取引条件の決定
ケイ・オプティコム
して保証している。
本原燃 に対する債
して保証している。

使用済燃料
棄物の管理
縮、廃棄物
方針等
に対する債

務保証につ

報に関する注記
純資産額
当期純利益

規則の改正

の再処理、廃
、ウランの濃
の埋設を委託

債務保
（注

務保証については

いては、金融機関

証
）

、金融機関か

からの借入金

らの借入金に

および社債に

円 銭
円 銭

が
貸借対照表
改正された

、損益計算書、株主
ため、改正後の電気

資本等変動
事業会計規

計算書および個別
則により作成して

注記表は、電
いる。

気事業会計規則



連結計算書類に

関西電力
取 締

係る会計監査人

独立

の監査報

監査人の

株式会社
役 会 御中

有限責任監査

告書 謄本

監査報告書

法人 ト ー マ

平成 年

ツ

月 日

借
行

当監査法人
月 日から
対照表、連
った。この

指
業
指
業
指
業

定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社

は、会社法第 条
平成 年 月 日ま
結損益計算書、連結
連結計算書類の作成

第 項の規
での連結会
株主資本等
責任は経営

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

矢 吹

石 黒

石 井

定に基づき、関西電
計年度の連結計算
変動計算書及び連
者にあり、当監査

力株式会社
書類、すなわ
結注記表につ
法人の責任は

幸 二

訓

尚 志

の平成 年
ち、連結貸
いて監査を
独立の立場

か

査
う
者

ら連結計算
当監査法人
を行った。
かの合理的
が採用した
含
査

企

め全体とし
の結果とし
当監査法人
業会計の基

書類に対する意見を
は、我が国において
監査の基準は、当監
な保証を得ることを
会計方針及びその適

表明するこ
一般に公正
査法人に連
求めている
用方法並び

ての連結計算書類の
て意見表明のための
は、上記の連結計算
準に準拠して、関西

表示を検討
合理的な基
書類が、我
電力株式会

とにある。
妥当と認められる
結計算書類に重要
。監査は、試査を
に経営者によって

監査の基準に
な虚偽の表示
基礎として行
行われた見積

することを含んで
礎を得たと判断し
が国において一般
社及び連結子会社

いる。当監査
ている。
に公正妥当と
から成る企業

準拠して監
がないかど
われ、経営
りの評価も
法人は、監

認められる
集団の当該

連
し

追

り

結計算書類
ているもの

記情報
連結注記表
、当連結会計
会

き

社はこの会

会社と当監
利害関係は

に係る期間の財産及
と認める。

の連結計算書類作
年度から資産除去

び損益の状

成のための
債務に関す

計基準を適用し連結

査法人又は業務執行
ない。

計算書類を

社員との間

況をすべての重要

基本となる重要な事
る会計基準が適用さ

な点において

項の変更に
れることと

作成している。

には、公認会計士法の規定によ

適正に表示

記載のとお
なったため、

り記載すべ

以 上



会計監査人の監

関西電力
取 締

査報告書 謄本

独立監査人の

株式会社
役 会 御中

有限責任監査

監査報告書

法人 ト ー マ

平成 年

ツ

月 日

成
借
つ

当監査法人
年 月
対照表、損
いて監査を

指
業
指
業
指
業

定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社

は、会社法第 条
日から平成 年 月
益計算書、株主資本
行った。この計算書

第 項第
日までの
等変動計算
類及びその

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

矢 吹

石 黒

石 井

号の規定に基づき、
第 期事業年度の
書及び個別注記表
附属明細書の作成

関西電力株
計算書類、す
並びにその附
責任は経営者

幸 二

訓

尚 志

式会社の平
なわち、貸
属明細書に
にあり、当

監
こ

査
表
て

査法人の責
とにある。
当監査法人
を行った。
示がないか
行われ、経
見
含
判

積りの評価
んでいる。
断している
当監査法人

任は独立の立場から

は、我が国において
監査の基準は、当監
どうかの合理的な保
営者が採用した会計

計算書類及

一般に公正
査法人に計
証を得るこ
方針及びそ

も含め全体としての
当監査法人は、監査
。
は、上記の計算書類

計算書類及
の結果とし

及びその附

びその附属明細書

妥当と認められる
算書類及びその附
とを求めている。
の適用方法並びに

に対する意見

監査の基準に
属明細書に重
監査は、試査
経営者によっ

びその附属明細書
て意見表明のため

属明細書が、我が

の表示を検討
の合理的な基

国において一

を表明する

準拠して監
要な虚偽の
を基礎とし
て行われた
することを
礎を得たと

般に公正妥
当
間
る

追

会

と認められ
の財産及び
。

記情報
個別注記表
計基準が適
し

き

ている。

会社と当監
利害関係は

る企業会計の基準に
損益の状況をすべ

の会計方針の変更に
用されることとなっ

準拠して、
ての重要な

記載のとお
たため、会

査法人又は業務執行
ない。

社員との間

当該計算書類及び
点において適正に表

り、当事業年度か
社はこの会計基準

その附属明細
示している

ら資産除去債
を適用し計算

には、公認会計士法の規定によ

書に係る期
ものと認め

務に関する
書類を作成

り記載すべ

以 上



監査役会の監査

け
議

当監査役会
る取締役の
のうえ、本

報告書 謄本

監 査 報
は、平成 年 月
職務の執行に関し
監査報告書を作成

日から
て、各監
し、以下

告 書
平成 年 月 日
査役が作成した監
のとおり報告しま

までの平成
査報告書に
す。

年度にお
基づき、審

．監査役お
監査役会

査の実施状
人からその
た。
各監査役

計画および
思疎通を図
会その他重

よび監査役会の監
は、監査の方針、
況および結果につ
職務の執行状況に

査の方法
監査計画
いて報告
ついて報

は、監査役会が定
職務の分担等に従
り、情報の収集お
要な会議に出席し

めた監査
い、取締
よび監査
、取締役

およびその内容
、職務の分担等を
を受けるほか、取
告を受け、必要に

定め、各監
締役等およ
応じて説明

役監査規則に準拠
役、内部監査部門
の環境の整備に努
および使用人等か

し、監査の
その他の使
めるととも
らその職務

査役から監
び会計監査
を求めまし

方針、監査
用人等と意
に、取締役
の執行状況

について報
本店および
せて、取締
体制その他
行規則第
の内容およ
および検証
思疎通およ
よび財産の
告およびそ

告を受け、必要に
主要な事業所にお
役の職務の執行が
株式会社の業務の
条第 項および
び当該決議に基づ

応じて説
いて業務
法令およ
適正を確
第 項に定
く体制（

しました。子会社
び情報の交換を図
状況を調査しまし
の附属明細書につ

について
り、子会
た。以上
いて検討

明を求め、重要な
および財産の状況
び定款に適合する
保するために必要
める体制の整備
内部統制システム

決裁書類等
を調査しま
ことを確保
なものとし
に関する取
）の整備の

は、子会社の取締
社に対し事業の報
の方法に基づき、
しました。

役および監
告を求め、
当該年度に

を閲覧し、
した。あわ
するための
て会社法施
締役会決議
状況を監視
査役等と意
その業務お
係る事業報

さらに、
るかを監視
について報
職務の遂
条各号

企業会計審
を求めまし
損益計算書
ならびに連
動計算書お

会計監査人が独立
および検証すると
告を受け、必要に
行が適正に行わ
に掲げる事項）を
議会）等に従って

の立場を
ともに、
応じて説
れることを
監査に関
整備して

た。以上の方法に
、株主資本等変動
結計算書類（連結
よび連結注記表）

基づき、
計算書お
貸借対照
について

保持し、かつ、適
会計監査人から随
明を求めました。
確保するための体
する品質管理基準
いる旨の通知を受

正な監査を
時その職務
また、会計
制 （会社
（平成

け、必要に
当該年度に係る計
よび個別注記表）
表、連結損益計算
検討しました。

算書類（貸
およびその
書、連結株

実施してい
の執行状況
監査人から
計算規則第
年 月 日
応じて説明
借対照表、
附属明細書
主資本等変



．監 査
事業報

一．事業
を正し

二．取締

の 結 果
告等の監査結果
報告およびその附
く示しているもの
役の職務の執行に

属明細書
と認めま
関する不

は、法令および定
す。
正の行為または法

款に従い、

令もしくは

会社の状況

定款に違反
する重

三．内部
また、
も、指
計算書
会計監

であると
連結計
会計監

であると

大な事実は認めら
統制システムに関
当該内部統制シス
摘すべき事項は認
類およびその附属
査人 有限責任監

れません
する取締役
テムの整
められま
明細書の
査法人トー

認めます。
算書類の監査結果
査人 有限責任監
認めます。

査法人トー

。
会決議の内容は相
備に関する取締役
せん。
監査結果
マツの監査の方

当である
の職務の執

法および結

マツの監査の方法および結

と認めます。
行について

果は、相当

果は、相当

なお、
性向上対
注視して

平成

平成 年 月 日
策の取組状況など
まいります。

年 月 日

の東日本
につき注

関西電
常任

常任

大震災の発生以降
視してまいりまし

力株式会社 監

、当社電力
たが、今後

査役会
監査役（常勤） 吉
監査役（常勤） 畑

田

中 利

設備の安全
も継続して

護

勝

（注）監査役
は、会

常任

監

監

監

土肥孝治、監査役
社法第 条第 号

監

森下洋一
に定める

監査役（常勤） 田
査 役 土
査 役 森
査 役 春

村 康

肥 孝

下 洋

田 健
査 役 上

、監査役春田健一
社外監査役であり

原 恵

および監査
ます。

生

治

一

一

美

役上原恵美

以 上



議案お

第
第

よび参考事
会

号議案から
号議案 剰
当社は、

の各年度に

株
項
社提案（第
第 号議案
余金の処分
配当と自己
おける連結

主 総 会

号議案から第
までは、会社
の件
株式の取得を
ベースでの自

参 考 書

号議案まで
提案によるも

株主還元と位
己資本総還元

類

）
のであります

置づけ、平成
率について

。

年度から
％程度を目標

年度
とす

ることを株
しつつ、あ
きましては
また、そ

ため、別途
．剰余金
株主
当社
剰余
平成

．その他
増加

主還元方針
わせて自己
、以下のと
の他の剰余

としておりま
株式の取得を
おりといたし
金の処分につ

積立金を以
の配当に関
に対する配
普通株式
金の配当が
年 月
の剰余金の
する剰余金

下のとおり積
する事項
当財産の割当
株につき金
効力を生じる
日（木曜日）
処分に関する
の項目および

す。この方針
実施いたしま
たいと存じま
きましては、

に基づき、安
すことから、
す。
今後の経営基

み立てたいと

てに関する事
円 総額
日

事項
その額

存じます。

項およびその

定的な配当を
剰余金の配当

盤の強化に資

維持
につ

する

総額
円

別
減少
繰越

第 号議案 取
取締役全

取締役 名
取締役候

氏 名

生 年 月 日

途 積 立 金
する剰余金
利益剰余金

の項目および

締役全員任
員（ 名）は
を選任いた
補者は次の

（地位

昭和 年

期満了につき
、本株主総会の
したいと存じ
とおりであり

略

および担当ならび

月 関西電力株式

円
その額

円
名選任の件
終結の時をも
ます。
ます。

歴

に重要な兼職の

会社入社

って任期満了

当

状況） の

となります

社株式 当社と

所有数 の利害

ので、

の特別

関係

森 詳

昭和 年 月

平成元年
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年

月 同社工務部長
月 同社副支配人
月 同社支配人企
月 同社支配人経
月 同社取締役電

平成 年
平成 年

介 平成 年
平成 年

日
平成 年
平成 年

〔重要な兼職

月 同社常務取締
月 同社取締役副
月 同社取締役社
月 電気事業連合

（平成 年
月 関西電力株式
月 公益社団法人
至る）

の状況〕
全日本空輸株

工務部長
画室長
営改革推進室長
力システム室長

、企画室長

役
社長
長
会会長
月 退任）
会社取締役会長
関西経済連合会

式会社社外取締

（現在に至る）
会長（現在に

役

株 な し

阪急阪神ホール
公益社団法人

ディングス株式会
関西経済連合会

社社外取締役
会長



氏 名

生 年 月 日 （地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社経営改革推
工務部長
同社電力システ
チーフマネジャ
同社支配人中央

歴

重要な兼職の状

社入社
進室プロジェクト

ム事業本部工務グ
ー
送変電建設事務所

当社

況） の所

マネジャー、

ループ

長

株式 当社との特

有数 の利害関

別

係

八 木 誠

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

同社支配人電力
部長
同社取締役電力

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
〔重要な兼職の

部長
同社常務取締役
同社取締役副社
同社取締役社長
電気事業連合会
状況〕
電気事業連合会

システム事業本部

システム事業本部

副事業本

副事業本

長
（現在に至る）
会長（現在に至る

会長

）

株 な し

井 狩 雅 文

昭和 年 月 日

昭和 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
同社経営改革・
構築プロジェクト
企画室業務グル

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社企画室業務
同社支配人人材
同社支配人神戸
同社執行役員神
同社常務取締役
〔現在の担当〕
人材活性化室

社入社
本部経営管理

チームチーフマ
ープチーフマネジ

システム
ネジャー、
ャー

グループチーフマ
活性化室長
支店長
戸支店長
（現在に至る）

担当、経営監査室

ネジャー

担当

株 な し

生 駒 昌 夫

昭和 年 月 日

〔重要な兼職の

昭和 年 月

状況〕
株式会社かんで
社会福祉法人か

関西電力株式会
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

同社電力システ
チーフマネジャ
同社支配人企画
同社常務取締役
〔現在の担当〕
グループ経営
企画室担当（国

んエルハート取締
んでん福祉事業団

社入社

役社長
理事長

ム事業本部工務グ
ー
室国際担当
（現在に至る）

推進本部長
際）

ループ

株 な し

〔重要な兼職の状況〕
東洋テック株式会社社外取締役



氏 名

生 年 月 日 （地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社原子力事業
チーフマネジャ
同社支配人原子
（原子力企画、

歴

重要な兼職の状

社入社
本部原子力企画グ
ー
力事業本部副事業
原子燃料担当）

当社

況） の所

ループ

本部長

株式 当社との特

有数 の利害関

別

係

豊 松 秀 己

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

同社支配人原子
原子燃料サイク
同社執行役員原子
原子燃料サイク

平成 年 月

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月

同社常務取締役

〔現在の担当〕
原子力事業本

関西電力株式会
同社お客さま本
マネジャー
同社支配人人材

力事業本部副事業
ル室長
力事業本部副事
ル室長

本部長、

業本部長、

（現在に至る）

部長

社入社
部営業計画グルー

活性化室長

プチーフ

株 な し

香 川 次 朗

昭和 年 月 日

廣 江 譲

平成 年 月
平成 年 月

同社執行役員人
同社執行役員お
リビング営業部

平成 年 月

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社常務取締役

〔現在の担当〕
お客さま本部

関西電力株式会
同社企画室原価
同社支配人企画
同社支配人企画

材活性化室長
客さま本部副本部
門統括

長、

（現在に至る）

長代理

社入社
グループチーフマ
室長、品質・安全
室長

ネジャー
監査室長

株 な し

株 な し
昭和 年 月 日

橋 本 徳 昭

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月

同社執行役員企
同社取締役電気
（現在に至る）

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
同社土木建築室
ジャー
同社支配人土木
同社執行役員土
同社常務執行役
同社常務取締役

画室長
事業連合会理事・事務局長

社入社
計画グループチー

建築室長
木建築室長
員土木建築室長
（現在に至る）

フマネ

株 な し

〔現在の担当〕
研究開発室担当、土木建築室担当



氏 名

生 年 月 日

迎 陽 一

昭和 年 月 日

（地位お

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

略

よび担当ならびに

経済産業省大臣
（平成 年 月
商工組合中央金
（平成 年 月
関西電力株式会
同社常務取締役

歴

重要な兼職の状

官房商務流通審議
退官）

庫理事
退任）

社顧問
（現在に至る）

当社

況） の所

官

株式 当社との特

有数 の利害関

株 な し

別

係

土 井 義 宏

昭和 年 月 日

昭和 年 月

〔現在の担当〕
燃料室担当

関西電力株式会
平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社お客さま本
チーフマネジャー、
スネットワーク
同社お客さま本
プチーフマネジ
同社支配人和歌
同社執行役員和
同社執行役員電

社入社
部ネットワーク技術
お客さま本部マ
グループチーフマ
部ネットワーク技
ャー
山支店長
歌山支店長
力流通事業本部副

グループ
ルチサービ
ネジャー
術グルー

事業本部

株 な し

白 井 良 平

平成 年 月
長、ネットワー
同社常務取締役

〔現在の担当〕
電力流通事業

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

本部長

関西電力株式会
同社火力事業本
ジャー
同社支配人滋賀
同社支配人火力
同社支配人原子

ク技術部門統括
（現在に至る）

本部長代理、経営改革・

社入社
部管理グループチ

支店長
センター所長
力保全改革推進室

ーフマネ

長

昭和 年 月 日

岩 根 茂 樹

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

同社執行役員企
室長、原子力保
同社常務取締役

〔現在の担当〕

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

原子力事業本
原子燃料サイ

関西電力株式会
同社燃料室燃料
同社支配人原子
同社執行役員企
同社常務取締役

画室 ・品質
全改革推進室長
（現在に至る）

管理担当

部長代理
クル室担当（原燃

社入社
計画グループチー
力保全改革推進室
画室長
（現在に至る）

契約）

フマネジャー
長

株 な し

株 な し

〔現在の担当〕
経理室担当、総務室担当



氏 名

生 年 月 日

岩 谷 全 啓

（地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社火力事業本
ジャー
同社支配人火力
同社執行役員原子

歴

重要な兼職の状

社入社
部火力グループチ

センター所長
力事業本部副事

当社

況） の所

ーフマネ

業本部長、

株式 当社との特

有数 の利害関

株 な し

別

係

昭和 年 月 日

八 嶋 康 博

昭和 年 月 日

平成 年 月
火力事業本部副
同社常務取締役

〔現在の担当〕

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

火力事業本部
環境室担当

関西電力株式会
同社企画室企画
同社企画室企画
企画室取引管理
同社燃料室長

事業本部長
（現在に至る）

長

社入社
グループチーフマ
グループチーフマ
グループチーフマ

ネジャー
ネジャー、
ネジャー

株 な し

川 邊 辰 也

平成 年 月
平成 年 月

同社執行役員燃
同社執行役員地
至る）

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
同社地域共生・
マネジャー
同社地域共生・
同社執行役員地
同社執行役員社
理事・事務局長

料室長
域共生・広報室長（現在に

社入社
広報室報道グルー

広報室長
域共生・広報室長
団法人関西経済連

プチーフ

合会常務
株 な し

昭和 年 月 日

稲 田 豊

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

同社常務執行役
常務理事・事務
同社常務執行役
合会常務理事・

平成 年 月

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社常務執行役
合会専務理事（

関西電力株式会
同社企画室附電
同社お客さま本
同社お客さま本

員社団法人関西経
局長
員公益社団法人関
事務局長

済連合会

西経済連

員公益社団法人関
現在に至る）

社入社
気事業連合会出向
部副本部長（営業
部副本部長、営業

西経済連

計画担当）
企画部門

株 な し

平成 年 月
統括
同社執行役員姫路支店長（現在に至る）



氏 名

生 年 月 日 （地位お

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

略

よび担当ならびに

ダイキン工業株
同社取締役会長
同社取締役社長
社団法人関西経
（平成 年 月
社団法人関西経

歴

重要な兼職の状

式会社取締役社長
兼社長

済同友会代表幹事
退任）

済連合会副会長

当社

況） の所

株式 当社との特

有数 の利害関

別

係

井 上 礼 之

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

ダイキン工業株
（現在に至る）
関西電力株式会

平成 年 月

〔重要な兼職の

平成 年 月

公益社団法人関
に至る）
状況〕
ダイキン工業株
阪急阪神ホール
締役
公益社団法人関

近畿日本鉄道株

式会社取締役会長

社社外取締役（現

兼

在に至る）
西経済連合会副会

式会社取締役会長
ディングス株式会

西経済連合会副会

式会社取締役社長

長（現在

兼
社社外取

長

株 な し

辻 井 昭 雄

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月

同社取締役会長
関西経営者協会
（平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
〔重要な兼職の

平成 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
近畿日本鉄道株
状況〕
近畿日本鉄道株
日野自動車株式
株式会社近鉄エ

株式会社
同社取締役副頭

会長
退任）

社社外取締役（現
式会社相談役（現

式会社相談役
会社社外監査役
クスプレス社外取

銀行副頭取執行役
取執行役員

在に至る）
な在に至る）

締役

員

し な し

玉 越 良 介

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社取締役会長
株式会社
株式会社三菱

平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

〔重要な兼職の

取締役会長
（平成 年 月
株式会社三菱東
（平成 年 月
関西電力株式会
株式会社三菱東
在に至る）
状況〕

ホールディングス取
フィナンシャル

締役社長
・グループ

退任）
京 銀行取締
退任）

社社外取締役（現
京 銀行特別

役副会長 な

在に至る）
顧問（現

し な し

株式会社三菱東
テンプホールディン

京 銀行特別
グス株式会社社

顧問
外監査役



（注） ．井上礼

．社外取

井上

当社経

辻井

当社経

玉越

之、辻井昭雄および玉越良介の各

締役候補者とし

礼之氏を社外取

営に活かしてい

昭雄氏を社外取

営に活かしてい

良介氏を社外取

た理由は、次のと

締役候補者とした

ただくためであり

締役候補者とした

ただくためであり

締役候補者とした

氏は、社外取締役候補者でありま

おりであります

理由は、企業経

ます。

理由は、企業経

ます。

理由は、金融機

。

営者としての豊富

営者としての豊富

関の経営者として

す。

な経験と識見を

な経験と識見を

の豊富な経験と

識見を

．社外取

の在任中

行が行わ

該事実の

概要を含

井上

部門お

辻井

当社経営に活か

締役候補者が過

に当該他の株式

していただくため

去 年間に他の株

会社において法令

れた事実（当該

発生の予防のた

む）は、次のと

礼之氏がダイキ

よび一部子会社

昭雄氏が株式会

候補者が当該他の

めに行った行為お

おりであります。

ン工業株式会社の

において不適切な

社近鉄エクスプレ

であります。

式会社の取締役

または定款に違

に就任していた場

反する事実その他

株式会社におけ

よび当該事実の

取締役として在

会計処理が行わ

スの社外取締役

る社外取締役であ

発生後の対応とし

任中の平成 年

れていることが判

として在任中に、

合において、そ

不当な業務の執

ったときは、当

て行った行為の

月に、同社の一

明いたしました。

同社は、国際航

空貨物

措置命

同氏

て社外

玉越

行は、

内部管

営業拠

それぞ

利用運送業務の

令および課徴金

は、当該事実の

運賃および料金に

納付命令を受けま

報告を受け、コン

取締役として必

良介氏が株式会

海外業務および

理態勢等に関し

点においてコン

れ金融庁から業

要な対応を行い、

社三菱東京

投資信託販売業務

て、また、平成

プライアンス管理

務改善命令を受け

関して、平成

した。

プライアンス体

年 月、公正取引

制の見直し等の再

その職責を果た

銀行の取締役と

等における経営

年 月に、旧株

上問題のある取

ました。

しております。

して在任中の平成

管理態勢、法令等

式会社 銀行

引が行われていた

委員会から排除

発防止策につい

年 月に、同

遵守態勢および

以来、法人向け

ことに関して、

同氏

に、両

平成

第

．社外取

もって、

号議案 監
監査役全員

監査役 名を

が同行および株

社は、米国監督

年 月、業務改

式会社三菱

当局から、米国に

善命令を受けまし

締役候補者が当

井上礼之氏は

査役全員任
（ 名）は、
選任いたし

社の社外取締役に

年、辻井昭雄、玉

期満了につき
本株主総会の
たいと存じま

フィナンシャル

おけるマネーロ

た。

・グループの取締

ーンダリング防止

就任してからの

越良介の両氏は

名選任の件
終結の時をも
す。

年数は、本株主総

年であります。

って任期満了

役として在任中

対応に関して、

会の終結の時を

となりますので、

なお、本議
監査役候補

案について
者は次のと

は、あらかじ
おりでありま

め監査役会の
す。

同意を得ております。



氏 名

生 年 月 日

神 野 榮

（

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

略

地位および重要な

関西電力株式会
同社関係事業部
同社経営改革推
関係事業部長
同社副支配人経
マネジャー、グ
同社副支配人グ

歴

兼職の状況）

社入社
長
進室プロジェクト

営改革推進室プロ
ループ経営推進部
ループ経営推進

当社

の所

マネジャー、

ジェクト
長
室総括グ

株式 当社との特

有数 の利害関

別

係

昭和 年 月 日

田 村 康 生

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

ループチーフマネ
同社支配人グル
同社常務取締役
同社取締役副社

〔重要な兼職の

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

状況〕
日立造船株式会

関西電力株式会
同社経理室マネ
同社支配人経理
同社執行役員経
同社常任監査役

ジャー
ープ経営推進室長

長（現在に至る）

社社外監査役

社入社
ジャー
室長
理室長
（現在に至る）

株 な し

株 な し

泉 正 博

昭和 年 月 日

土 肥 孝 治

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
同社環境室環境
ジャー
同社環境部長
同社環境室長

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

〔重要な兼職の

同社執行役員環

検事総長
（平成 年 月
弁護士登録（現
関西電力株式会

状況〕
弁護士

社入社
評価グループチーフマネ

境室長（現在に至

退官）
在に至る）
社社外監査役（現

る）

在に至る）

な

株 な し

し な し
昭和 年 月 日

森 下 洋 一

昭和 年 月 日

積水ハウス株式
阪急阪神ホール
査役
阪急電鉄株式会
カワセコンピュ

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

〔重要な兼職の

監査役

松下電器産業株
同社取締役会長
関西電力株式会
松下電器産業株
パナソニック株
（現在に至る）
状況〕

会社社外監査役
ディングス株式会

社社外監査役
ータサプライ株式

社社外監

会社社外

式会社取締役社長

社社外監査役（現
式会社相談役
式会社相談役（社

在に至る）

名変更） な し な し

パナソニック株
トヨタ自動車株

式会社相談役
式会社社外監査役



氏 名

生 年 月 日

吉 村 元 志

昭和 年 月 日

（

平成 年 月

平成 年 月

〔重要な兼職の

略

地位および重要な

大阪市財政局長
（平成 年 月
株式会社大阪市
に至る）
状況〕
株式会社大阪市

歴

兼職の状況）

退職）
開発公社取締役社

開発公社取締役社

当社

の所

長（現在 な

長

株式 当社との特

有数 の利害関

し な し

別

係

槇 村 久 子

（

昭和 年 月 日

注） ．土肥孝
．社外監
土肥孝

監査に活

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

奈良文化女子短
奈良県立商科大
奈良県立商科大
図書館長

平成 年 月
平成 年 月

〔重要な兼職の

治、森下洋一、
査役候補者とし
治氏を社外監査
かしていただく

京都女子大学現
京都女子大学現
現代社会研究科
状況〕
京都女子大学教

吉村元志および槇
た理由は、次のと
役候補者とした理
ためであります。

期大学教授
学商学部教授
学商学部教授、同大学附属

代社会学部教授
代社会学部教授、
教授（現在に至る

授、同大学院教授

村久子の各氏は
おりであります
由は、弁護士と

な
同大学院
）

、社外監査役候補
。
しての豊富な経験

し な し

者であります。

と識見を当社の

森下洋
社の監査
吉村元

豊富な経
槇村久

社の監査
．社外監
の在任中
行が行わ
該事実の
概要を含
土肥孝

月に、同
局に提出
るとして

一氏を社外監査
に活かしていた
志氏を社外監査
験と識見を当社
子氏を社外監査

役候補者とした理
だくためでありま
役候補者とした理
の監査に活かして
役候補者とした理

に活かしていた
査役候補者が過
に当該他の株式
れた事実（当該
発生の予防のた
む）は、次のと
治氏が株式会社
社が第三者割当
した臨時報告書
、同年 月、同

だくためでありま
去 年間に他の株
会社において法令
候補者が当該他の
めに行った行為お
おりであります。
アーバンコーポレ
の方法による転換
および有価証券報
社は金融庁より課

由は、企業経営
す。
由は、地方行政
いただくためで
由は、学識経験

者としての豊富な

経験者および企業
あります。
者としての豊富な

す。
式会社の取締役
または定款に違
株式会社におけ
よび当該事実の

イションの社外
社債型新株予約
告書に関して、
徴金納付の命令

に就任していた場
反する事実その他
る社外取締役であ
発生後の対応とし

取締役として在任
権付の社債の発行
重要な事項につき
を受けました。

経験と識見を当

経営者としての

経験と識見を当

合において、そ
不当な業務の執
ったときは、当
て行った行為の

中の平成 年
に伴い関東財務
虚偽の記載があ

同氏は
一身上の
．社外監
営に関与
のと判断

第

土肥孝
りであり
ものです
．社外監
もって、

号議案 取締
当事業年度

、日頃から取締
都合により同年
査役候補者が過
していない者で
した理由は、次

役会において法令
月に社外取締役
去に社外取締役ま
あっても社外監査
のとおりでありま

治氏および槇村
、いずれも社外
。
査役候補者が当
土肥孝治、森下

役賞与支給
の業績なら

久子氏を社外監査
監査役としての職

社の社外監査役に
洋一の両氏は 年

の件
びに過去の取

遵守の視点に立
を辞任しており
たは社外監査役
役としての職務
す。

った提言を行って
ます。
となること以外の
を適切に遂行する

役候補者とした
務を適切に遂行

就任してからの
であります。

締役賞与支

理由は、それぞれ
することができる

年数は、本株主総

給額、その他

おりましたが、

方法で会社の経
ことができるも

上記 ．のとお
ものと判断した

会の終結の時を

諸般の事情を勘
案し、事業年
（うち社外取

度末時の取
締役 名分

締役 名に対
円）
し、取締役賞
を支給いたし

与として総額
たいと存じます。

円



株主
第 号
す。なお

第 号
提

第

議案から
、提案株

議案 定
案の内容
第 章
条の

（ 名）からのご提案（第
第 号議案まで
主（ 名）の議

款一部変更の件

総則 に以下の
本会社の事業は

は、株主
決権の数は

条を新設す
、すべて国

号議案から第 号議案ま
（ 名）からのご
、 個でありま

る。
際的規格の

提案による
す。

に基づき

で）
ものでありま

運営する。
提
世
ビ

案の理由
界共通の
ジネスの

に
した
てい
企業
りま
任に

として
想定外
。一方、
ます。ま
経営の“
せん。関
徹し、過

方向は 経済一
道徳律遵守や地

辺倒 を是
域社会への

います。今回の
と繰り返す電力
先進国全体は過
た、各国で大規
持続的発展” と
西電力は今こそ
去の経営姿勢へ

福島原発事
トップに非
剰生産恐慌
模な市民革
いう狭い
世界に通用
の反省を宣

正し 環境・生
貢献 顧客の

態系・自然
安全・健康

故は全国民を恐
難が集中し 原
の上に投機筋も
命も増加してい
考えの経営が過
するライフライ
言すべきです。

怖に陥れ、
発安全神話
絡み、格差
ます。こう
ちを犯すこ
ン事業とし
電力供給技

資源を守る
を守る 等を
津波の大きさ
は崩壊しま
と貧困を広げ
したとき 一
とは間違いあ
ての社会的責
術をメーカー

や下
を持
ませ

請け依存
つグルー
ん。
取
関

プの
会の
章
好な
てお

締役会の
西電力グ
事業活動
持続的な
を定め、
職場環境
ります。

を止め、株主の
プ従業員の増員

利益だけで
、育成にも

意見
ループは、社会の
に対して社会の
発展に貢献する
商品・サービス
の構築 など

一員とし
みなさまか
ことを目指
の安全か
つの行動原

なく、基本業務
全力を上げる体

を遂行出来
制を強化し

ての責務を確実に
ら寄せられる期
して、 関西電
つ安定的なお届
則に基づき、す

果たすと
待に誠実に
力グループ
け や 人
べての事業

る高い熟練度
なければなり

ともに、グルー
お応えし、社

行動憲
権の尊重と良
活動を展開し

福
ては
能の

島第一原
、 電源の
確保 の

め多
りま
今

場合
ま

用を
期し

重性・多
す。
後も全力
は、必要
た、電気
行い、体
ておりま

子力発電所の事
確保 、 原子炉
ための緊急対策

故を踏まえ
の冷却機
を直ちに実

様性を拡充し、

を挙げて、事故
な安全対策につ
事業固有の専門
系的、反復的な
す。

より一層の

の情報収集
いて最優先
性を備えた
教育・訓練

た原子力発電所
能の確保 、 使
施いたしました

の安全性向
用済燃料プ
。さらに、

安全性向上に資

、分析を継続し
で取り組んでま
人材を確保する
を実施するなど

する対策を

、新たな知
いります。
ため、毎年
、人材の育

上対策につい
ールの冷却機
安全確保のた
実施してまい

見が得られた

、必要数の採
成には万全を

し
会は
たがいま
本議案に

して、あらため
反対いたします

て本提案の
。

ような規定を設ける必要はなく、取締役



第 号
提
議案 定
案の内容

第
め
録

第 章
条 株主
る事項は
し、イン

款一部変更の件

株主総会 第
総会における議
、これを議事録
ターネットを通

条を以下の
事の経過の
に経営方針
じて開示す

とおり変更する
要領及びその結
に批判的な意見
るものとする。

。
果並びにそ
を含め正確

の他法令に定
に記載又は記

提
今

ある
が明
保は
兆

案の理由
回の福島
と関係

らかにさ
、 年
円になっ

に出
争激
業員
は民

費すべき
化が著し
も増加し
主主義社

原発事故でも、
住民運動体等か
れました。一方
兆円が 年

たと報道されて

早くから
ら指摘され
巨大企業に
には 兆
います。こ

で財界のトップ
い成果型賃金制
ているとの指摘
会であれば、提起

でもある電
度と、人員
も行い、対
し議論さ

津波による様々
ながら、これを
よる 企業内埋
円となり、使い
れらは東日本大

な被害が発
無視してき
蔵金 と呼
道がない手
震災復旧資

力経営者は率先
不足で職場が過
策も求めてきま
れた全内容を議事

すべきです
密労働とな
した。以上
録に残す

生する恐れが
た東電の姿勢
ばれる内部留
持ち資金は約
金として直ち
。従業員の競
り精神障害従
のような発言
ことは常識で、

その
取
当

した
規定
し

時々の経
締役会の
社は、従
株主総会
を設ける
たがいま

第 号
提
議案 定
案の内容
第 章

営トップの役割
意見
来から、法の定
議事録を適正に
必要はないと考
して、取締役会

が歴史の検

めに従い、
作成し、備
えます。
は本議案に

款一部変更の件

取締役及び取締役会 第

証を受けるよう

議事の経過の要
え置いておりま

反対いたします

にすべきだ

領およびそ
すので、本

。

条を以下のとおり変更する

と考えます。

の結果を記載
提案のような

。
第
提
中

認め
電・
精神

条 本会
案の理由
長期計画
ざるを得
中部電力
障害病増

い従
一方
は低
度は

業員を萎
、取締役
下させて
足並み

社の取締役は、

は 本格的な設
なくなりました
、関電も長時間
加、また多発す

名以内と

備大量更新
。 年代に
停電事故が
る車両事故

縮させ、 尼
らは自らの巨額
います。昨年指
揃えて 止めま

崎脱線事故
年収はその
摘した執行
したが、総

する。

へ という言葉
出来た福島第一
発生しました。
などの 事故検

で、関電設
原発は崩壊
グループで
討会 は個

原因だった 日
ままで従業員の
役員以上の 個
会答弁のまやか

勤教育 に
賃上げはせ
人政治献金
しを証明す

備の老朽化を
、この一年東
働く人たちの
人攻撃的で若
似ています。
ず総額人件費
は、 年

る姿を逆に露
呈し
分も
ました。
含め役員

高額年収内容を
は全て収入先を

進んで公開
公開すべき

する企業も増加
です。こうした

の今日、子
姿は社会的

会社役員兼務
責任にもとる



と云
す。
取

わざるを

締役会の
当

社の
の観
し

社では、
事業規模
点から、
たがいま

得ず、取締役は

意見

人で執行

平成 年 月に
、業務内容、直
現状においては
して、取締役会

取締役の定
面する経営
、これを変
は本議案に

役員も経費削減のためにも

員枠を 名以
課題への対処お
更する必要はな
反対いたします

内 に削減
よび取締役
いと考えて
。

減員すべきで

しており、当
会の監督機能
おります。

第 号
提

第
推

議案 定
案の内容
第 章
条 本会
薦とする
提
関

出来
した

案の理由
電は監査
ていると
り、トヨ

款一部変更の件

監査役及び監査
社の監査役は、
。

役会 第
名以内と

役のうち 名を
毎年答弁してい
タのリコールや

社外から選
ます。地震
、日本航空

条を以下のとお
する。内 名を

り変更する
環境保護

任しているので
まっただ中で日
の経営責任を従

、多様な視
本経団連が
業員首切り

。
等からの

点から監査が
原発礼賛
で糊塗するよ

うな
者会
など
組織
に、
役は

姿は、ど
議 など
は、お手
防衛優先
取締役の
、地球環

向へ
な
取
当

機能して
どが推薦
締役会の
社では、

う考えても社会
で 公正な監査
盛り第三者委員
主義 で国民生
横すべりをなく
境問題等で広い

的に許され
を行なっ
会 を許し
活に必要な
し、また真
視野を持ち

いるかどうかを
する監査役を据
意見
平成 年 月に監

チェックで
えるものと

査役の定

ません。多くは
ていると述べま
てはならないと
情報公開に踏み
の を全う
、公平な視点で

第三者
すが、日本
しています
切らない姿
するために
人間集団が

きる、客観的立
します。

員枠を 名以内

場を貫ける

に拡大

委員会 有識
弁護士連合会
。隠蔽体質・
勢を糺すため
も、社外監査
豊かになる方

・

するとともに、
過半
な監
はな
ま

グル
し、

数に当た
査を実施
いと考え
た、関西電
ープの事
社会の持

行動
場環
ます
し

憲章 を
境の構築
。
たがいま

る 名を社外か
しているところ
ております。
力グループは、
業活動に対して
続的な発展に貢

ら選任し、
であり、現

社会の一
社会のみな
献すること

定め、 環境問題
など つの行

して、取締役会

への先進
動原則に基

は本議案に

経営全般につい
状においては、

員としての責務を
さまから寄せら
を目指して、

て、多様な
この体制を

確実に果
れる期待に
関西電力グ

的な取組み や
づき、すべての

反対いたします

人権の尊
事業活動を

。

視点から公正
変更する必要

たすとともに、
誠実にお応え
ループ
重と良好な職
展開しており

第 号議案 定款一部変更の件



提
当

第

案の内容
社の定款
章

第

提
鳩

条 地
の推進の
案の理由
山元首相

に以下の章を新
に基づく事業

設する。
運営

球環境の保全の
ため当社は積極

が 年には

ための世界
的な役割を

の ％削

的取り組みをグ
はたす。

減を国際的に約

ループ全体

束したにも

で確認し、そ

関わらず、そ
れに
本経
もな
に固
から
くべ

向けた国
団連や電
く
執するの
も 経済
きで、中

東電
分も
への
に

の 排
含め、発電
転換方向
送配電線

家的ルールづく
事連は極めて消
第 次報告が
ではなく、毅然
成長で温室効果
国などへの説得

りは進まず
極的な態度
出されます
として総量
ガスの排出
力がなくな

出量は大量となる
所ごとの総量削
を明らかにし、
スマートグリッ

いまこそ
減目標を
多様な地域
ド化 の方

低炭素社会つ
です。昨今の異
が、いつまでも
削減に立ち向か
が左右される原
る と批判され

くり の言
常気象の進

排出
うべきです
単位よりも
ました。福

当社は率先して
明らかにし、国民
分散型電源が容
向に全力を上げ

他社購入分
とともに自
易に接続可
ます。

葉だけで、日
化に対し、ま
原単位の削減
。経済同友会
総量規制で行
島原発事故で
・他電力融通
然エネルギー
能となるよう

取
関

動全
電

用電
力の

締役会の
西電力グ
般にわた
気の供給
力量
安全・安

導入
効率
努め
こ

など、電
機器のご
ておりま
れらの取

意見
ループは、地球
り環境負荷低減
面については、
当たりの 排

定運転、火力の高

環境問題を
に向けた取
電気事業者
出量を目
効率化、水

気の低炭素化に
提案など、お客
す。
組みと、スマー

取り組んで
さまと社会

トグリッド

重要な経営課題
組みを推進して
自らの努力が反
標としており、
力の維持・拡大

として位置
おります。
映可能な、
その達成に
、新エネル

おります。また
の省エネ・省コ

（次世代送配電

、需要面に
スト・省

線網）の構

づけ、事業活

お客さまの使
向けて、原子
ギーの開発・
おいても、高
への貢献に

築を一体で行
うこ
りま
し

会は

第 号

とで、今
す。
たがいま
本議案に

議案 定
提
当

第
第

案の内容
社の定款
章
条 地

後とも持続可能

して、あらため
反対いたします

款一部変更の件

な低炭素社

て本提案の
。

に以下の章を新
に基づく事業

球環境保全とエ

設する。
運営
ネルギー源

会の実現に向け

ような規定を設

て積極的に

ける必要は

の持続可能性追求のため、

貢献してまい

なく、取締役

原子力発電か

提
ら自然エ
案の理由

ネルギー発電への転換を宣言する。



昨
なっ
レー

年この項
てしまい
ス と称

が注
年経
福島
サイ

目し、続
過の原発
号炉爆

クル と

で指摘した通り
ました。しかし
しながら次の原

、東日本大
美浜 号機
発建設への

々と 原発建設
は直ちに廃炉の
発は、さらなる
の考え方も 安

の 見直
方向を明ら
危機を日本
全神話 と

震災は 地震
の 年以上運転
調査を続行して

原発事故
継続を国に
います。福

し に入ってい
かにすべきです
国中に広げまし
ともに地に落ち

ます。美浜
。また
た。単純な
ました。関

の複合災害と
申請し リプ
島事故は世界
号機など
燃料使用の
ウランのリ
電も自然エネ

ルギ
るよ
げる
た市
す。
取

ーに着手
う働きか
べきです
民ととも

締役会の
当

した
構成
原

社は、今
うえで、
を構築し
子力発電

し始めています
けるとともに、
。いま 万軒の
にあらゆる分散

意見

ので、むし
広く市民と
個人住宅に
型小規模発

後とも、エネル
安全・安定運転
、持続可能な低
所の高経年化に

ギーセキュ
の確保を大
炭素社会の
ついては、

ろ政府に 原子
共同し自然エネ
太陽光発電がつ
電によるネット

力立国政策
ルギーの普
けられてい
ワークの方

リティや経済性
前提に、原子力
実現を目指すこ
技術評価や高経

、環境性を
を中心とし
ととしてお
年化対策を

を改めさせ
及に全力を上
ます。こうし
向を目指しま

総合的に勘案
た最適な電源
ります。
計画的かつ確

実に
発電
使

した
に資
当

実施して
所の安全
用済燃料
。さらに
する対策
社は、国

環境
ラン
ルに
いり

適合性等
等を有効
ついては
ます。

まいります。ま
性向上対策につ
プールの冷却機
、安全確保のた
を実施してまい
の原子力利用に

た、福島第
いては、電
能の確保
め多重性・
ります。
関する基本

の観点から、使
利用するという
、安全を最優先

用済燃料を
原子燃料サ
に地域のみ

一原子力発電所
源の確保 、原
のための緊急対
多様性を拡充し

的な方針を踏ま

の事故を踏
子炉の冷却
策を直ちに
、より一層

え、ウラン
再処理し、回収
イクルを推進し
なさまのご理解

されるプル
ております
を賜わりな

まえた原子力
機能の確保 、
実施いたしま
の安全性向上

資源の節約、
トニウム、ウ
。プルサーマ
がら進めてま

ま
陽光
な取
及促
し

た、再生
・風力発
組みや、
進に努め
たがいま

第 号
提
当

第

議案 定
案の内容
社の定款
章

可能エネルギー
電など新エネル
新エネルギーの
ております。
して、取締役会

についても
ギーにより
普及拡大に

は本議案に

款一部変更の件

に以下の章を新
に基づく事業

設する。
運営

、水力発電の開
発電した電力の
備えた需給制御

反対いたします

発・効率向
購入、自主
の研究など

。

上に加え、太
開発の積極的
、さらなる普

第 条 オ
る。

ール電化政策を中止し、エネルギー浪費を抑制する施策に切り替え



提
当

が、

案の理由
社はガス
発電部門

がベ
約
らい
ド社

ターです
割のロス
まわし停
会への動

業界と競合しな
でよく して

がら オー
いる ベス

。周知のように
で使用されてい
電 で オール電
きも急ピッチで

二次エネル
ます。さら
化住宅 は
す。すべて

ル電化住宅 普
トミックス を

及に全力を
一般住宅で

ギーである電気
に今回の地震災
生活不能となり
のお客様が省エ

は、もとの
害で東京電
ました。ス
ネで安全

あげています
も推奨するの
一次燃料から
力による た
マートグリッ
・安心、 を

出さ
量生
た
る
と協
す。

ない手法
産、大量
電気温水
を続け

力して公

取
当

こと
快適

締役会の
社の営業
であり、省
性など、

を選択出来るよ
消費、大量廃棄
器 は、今なお
ています。全機
表し、お客様に

うにするの
社会抑止へ
グループ会
器ごとに、
消費機器の

意見
活動の基本は、
エネ・省コスト
多様なニーズに

お客さまや
・省 に
お応えすべ

が真のサービス
の道となる筈で
社を含め エコ
実使用での環境
最適な選択をし

であり、こ
す。昨年総
に貢献 と
性の優劣資
ていただけ

社会のニーズに
加え、生活やビ
く、商品やサー

しっかりお
ジネスにお
ビスメニュ

れによって大
会で指摘され
の誤解を与え
料を関係業界
るようにしま

応えしていく
ける安全性・
ーの開発・ご

提案
住

省コ
クッ
おり
ご

に取り組
宅分野に
スト・省
キングヒ
ます。
提案に当

性や
なソ
ます
な使

経済性の
リューシ
。また、
い方もご

んでおります。
ついては、 排
を実現するエ

ーターを組み合

たっては、電化

出係数の低
コキュー
わせた オ

機器の多様
比較、さらには
ョンをご用意し
省エネ・省コス
提案しておりま

太陽光発電
、お客さま
ト・省
す。

い電気と、ヒー
トや安心で快適
ール電化住宅

なラインナップ

トポンプ技
な生活を実
をお客さま

や、他熱源
と組み合わせた
のニーズにお応
の効果をさらに

場合の環境
えできるよ
高める電化

術で省エネ・
感できる
にご提案して

機器との環境
性など、多様
う努めており
機器の効率的

し

第 号
提
当

第

たがいま

議案 定
案の内容
社の定款
章
第

提

条 従
環境向上
案の理由
年にわた

して、取締役会

款一部変更の件

に以下の章を新
に基づく事業

は本議案に

設する。
運営

業員の基本的人
を常に優先させ

り指摘を続けて

権、消費者
る。

いるにも拘

反対いたします。

・地域住民の権

らず、精神障害

利、グルー

による欠勤

プ全体の労働

者はさらに増
加し
金の
、治癒で
導入から

きずやむなく退
何回かの 部分

職せざるを
的手直し

得ない悲劇も出
もしましたが一

ています。
層複雑な制

成果主義型賃
度となり、評



価基
多種
上の

準の細分
多様な業
多能工

を多
制度
当社
安全

発させて
をやめ、
は 国民
と安心を

化などさらなる
務・作業はどれ
化 は、グルー

競争激化を
をとっても
プ従業員全

います。こうし
の方針で

から預かったラ
守るために、慢

た全国的に
ある同一労
イフライン
性的な職場

かもし出してい
重要業務です。
体の勤労意欲を

ます。電力
無理な業務
喪失させ、

破綻している
働同一賃金の制
の守り手 との
の繁忙感をなく

弱肉強食
度に立ち返
使命を自覚
すべく、グ

事業の極めて
評価や必要以
不祥事や事故
の成果型賃金
るべきです。
し、消費者の
ループ全体で

働く
取
関

尊重
材育
と働

人々の技
締役会の
西電力グ
と良好な
成に重点
ける環境

こ
図る
くみ
し

のなかで
ため、従
として再
たがいま

術向上の為に人
意見
ループは、 関西
職場環境の構築
を置いた取組み
整備も進めてい

員の増加を

電力グル
を行動原
を展開する
るところで

、人事賃金制度
業員一人ひとり
整備したもので
して、あらため

については
の成長を促
あります。
て本提案の

行い、労働条件

ープ 行動憲
則の一つとして
とともに、従業
あります。

の向上に取

章 にお
掲げ、
員が安心し

、従業員のより
し、従業員が自

ような規定を設

一層の成長
らの成長を

ける必要は

組みます。

いて、 人権の
を軸に、人
て、活き活き

意欲の喚起を
確認できるし

なく、取締役
会は

第 号
提
当

第

本議案に

議案 定
案の内容
社の定款
章
第

提
毎

条 ラ
る。
案の理由
年指摘の

反対いたします

款一部変更の件

に以下の章を新
に基づく事業

。

設する。
運営

イフライン基盤

ように、現場か

強化のため

ら 知見出

の設備投資と人

来ない事故発生

材の確保

が予測され

を常に優先す

る と悲鳴に
近い
す。
も大
国民
つめ
に万

声が出て
この一年
わらわだ
の生命に
るのは間
全を期す

失業
丸投
ぬよ
高い

率改善に
げ せず
う採用数
技術力を

いるにも関わら
も大停電事故が
との声も伝わっ
も関係します。
違いで、発電所
のは経営者の社

ず、幹部は
発生、ネッ
ています。
利潤優先の
・変電所・
会的責務で

も貢献します。
、技術責任が全
を守り続け、グ
再雇用の実施も

電力事業本
う出来る人
ループ全体
含め、若年

コスト削減の観
トワーク現場か
ライフライン設
もと、必要な改
送電・配電など
す。また不況に

点だけを先
ら被覆老朽
備の維持管
良や修繕の
ライフライ
苦しむ関西

来のベース業務
員を確保し、職
で 歳まで賃下
層に技術継承す

を メーカ
場の年齢間
げ無しで、
る施策を充

行させていま
化断線対策に
理はくらしと
予算まで切り
ン設備の保全
の地域経済や
ー・下請けへ
断絶を起こさ
中高年齢層の
実させます。

取
関
締役会の
西電力グ

意見
ループは、ライフラインを担う事業者として、設備の保全について、



安全
りま
ま

の確保、
す。
た、電気

用を
期し
し、
専門

行い、体
ておりま
高齢者の
技術・技

品質・信頼度の

事業固有の専門

維持を最優

性を備えた
系的、反復的な
す。さらに、定
知識、経験を積
能者を認定する

教育・訓練
年退職した
極的に活用
など、これ

先とし、積極的

人材を確保する

に経営資源

ため、毎年
を実施するなど
従業員を、本人
するほか、技術
まで蓄積した有

、人材の育
の希望も踏
・技能の維
形・無形の

を投入してお

、必要数の採
成には万全を
まえて再雇用
持継承を担う
技術、ノウハ

ウ等
し

会は

第 号
提

について
たがいま
本議案に

議案 定
案の内容

当
第
第

社の定款
章
条 不

え、電力

も、グループ全
して、あらため
反対いたします

款一部変更の件

体で確実な
て本提案の
。

（ ）

に以下の章を新
に基づく事業
時の災害や
融通をより容易

設する。
運営
排出が少な
にできるよ

伝承、レベルア
ような規定を設

ップを進め
ける必要は

い再生可能エネ
う日本の電力網

ルギーの
を整備する

ております。
なく、取締役

普及拡大に備
。

提
今

して
会社
炭素
メッ

案の理由
回の東日
電力融通
間連系の
電力供給
シュ系統

原子

の問
数変

力発電所
排出の少
題点を解
換するこ

本大震災の結果
を行う場合の問
容量不足が指摘
システムに関す
のヨーロッパと

、多くの発
題点として
されました
る研究会
比較し供給

の停止に伴って
ない電力を電力会
消し、列島縦断
とも考えるべき

総排出
社間の壁
直流超高圧
です。今こ

電所が停止に追
、 ・ ヘルツ
。また電気事業
で 日本は“く
力調達が困難

い込まれ、
の周波数変
連合会
し型系統”
と述べてい

量の増大が明白
を越え優先的に
送電も企画し、
そ、エネルギー

であり、そ
供給するた
各地で自由
国難を解消

その救済策と
換装置や電力
年 月の 低
であるため、
ます。今後、
の対策として
め、まず前述
な容量を周波
するため、全

国域
再生
取
当

電気
ま

でベース
可能エネ
締役会の
社は、広
事業者と
た、周波

系統
情勢
さ

第一

利用協議
変化に適
らに、持
原子力発

電力負荷を共有
ルギー発電の発
意見
域運営の観点か
協調して会社間
数変換設備を含

化して、残
電量変動へ

ら、必要と
連系線の整
む会社間連

会ルールに基づ
切かつ真摯に対
続可能な低炭素
電所の事故を踏

き適宜検討
応してまい
社会の実現
まえた対策

された原子力発電
の整備を急ぐべ

される送電容量
備に努めており
系線のあり方に

所の稼働
きです。

を想定し、
ます。
ついては、

が進められてお
ります。
に向けて、原子
をはじめ、より

りますが、

力発電につ
一層の安全

率向上を図り、

隣接する一般

従来から電力
当社としても

いては、福島
性向上に資す

る対
ギー

策を実施
について

することにより
も、その普及拡

安全・安
大に備えた

定運転に万全を
需給制御の研究

期すととも
などに取り

に、新エネル
組んでおりま



す。
し

会は
たがいま
本議案に

第 号
株主

議案から

して、あらため
反対いたします

て本提案の
。

（ 名）からの
第 号議案まで

ご提案（
は、株主

ような規定を設ける必要は

第 号議案から第
（ 名）からの

号議案
ご提案によ

なく、取締役

まで）
るものであり

ます。な

第 号
提
日

べき
剰余

お、提案

議案 剰
案の内容
本原燃へ
である。
金のうち
提
日

電力
期に

案の理由
本原燃の
会社から
より、人

株主（ 名）の

余金の処分案の

の約 億円の
次期の決算では
億円を次期

議決権の

件

出資は、本
日本原燃へ
評価損への

年度の決算
支払ってもらっ
件費等で約

は、動かな
てもまだ赤
億円の負担

数は、 個であ

来価値はなく、
の出資額をゼロ
積立金とする。

ります。

強制的に評
評価とする

い再処理工場に
字だった。再処
増になるという

億円も
理工場の
。そこで日

価をゼロにす
ため、今期の

の再処理代を
年間の完工延
本原燃は昨年

月
当社
営状
億円
した

に 億
は 億円
況の日本
を日立、
。

東
余裕
社は
の債
取

京電力が
はない。
うまく経
務保証も
締役会の

円の増資をし、
を新たに出資し
原燃に多額の出
東芝、三菱が出

億円の
、総額で
資をするの
資したが、

福島原発事故の
当社もこれ以上
営破綻させなけ
やめるべきであ
意見

ために破綻
の出資は絶
ればならな
る。

資本金を一気に
約 億円の出
は電力会社だけ
残りの 億円

倍の
資をしてい
だ。 億
はすべて電

寸前になってい
対にしてはいけ
い。出資額はゼ

る今、日本
ない。日本
ロ評価とし

億円にした。
る。苦しい経
円のうち、
力会社が出資

原燃を支える
原燃という会
、約 億円

当
つつ
する
の処
当

社は、配
、あわせ
内部留保
分案を最
社は、国

環境
ラン
社と
日

が、

適合性等
等を有効
必要な再
本原燃株
技術的な

当と自己株式の
て自己株式の取
の充実を図る観
適と考えており
の原子力利用に

取得を株主
得を実施す
点から、第
ます。
関する基本

の観点から、使
利用するという
処理契約を締結
式会社は、昨年
課題解決を図り

用済燃料を
原子燃料サ
しておりま
、再処理工
、安全を最

還元と位置づけ
るとともに、今
号議案として

的な方針を踏ま

、安定的な
後の経営基
提案してお

え、ウラン
再処理し、回収
イクルを推進し
す。
場の竣工時期の
優先に慎重に試

されるプル
ており、日

延期を公表
験を進め、

配当を維持し
盤の強化に資
ります剰余金

資源の節約、
トニウム、ウ
本原燃株式会

いたしました
本格操業を開

始す
し
るとの計
たがいま

画を示しており
して、取締役会

、評価損を
は本議案に

計上する必要は
反対いたします

ないと考え
。

ております。



第 号
提
議案 取
案の内容

以

提

下の取締
取締役

案の理由
東日本大

締役解任の件

役を解任する。
八木 誠

震災による福島原発の大事故で、原発震災の恐怖が明らかになった
に
さ

全
ま

もかかわ
せ続けて
世界的に
性 環境破
がいの
長期的な

労
て

予

働強化で
いること
年

定の

らず、若狭湾地
いること。
自然エネルギー
壊等重大な問題
でも当社の信
日本経済の低迷

域に老朽化

への大胆な
をかかえ
用を大きく
の中での経

しのぎ、一方で
。
月に決定すると
年であったが、

不必要な役

されていた
施設建設ど

著しいものを含

転換が求められ
るプルサーマル
失墜させている
営環境の悪化を

む危険な原

る中、それ
の実施に踏
こと。
従業員 下

員を多数かかえ

中間貯蔵施設
ころかその候補

不当に高い

について
地さえいま

発を多数稼働

に逆行して安
みだし、詐欺

請け労働者の
報酬を支払っ

、昨年が完成
だに何も明ら

か

益
取
解

力し

にされて
毎年の株
企業の信
締役会の
任の対象
、エネル

全・
持続
て取
ます

安定運転
可能な低
り組み、
。

いないこと。
主総会での指摘
頼を大きく損な
意見
とされている取
ギーセキュリテ

を無視し、
っているこ

締役は、当
ィや経済性

の確保を大前提
炭素社会の実現
取締役として法

に、原子力
を目指すと
令および定

多くの社員を地
と。

社事業発展のた
、環境性を総合

方議員とし

め他の取締
的に勘案し

を中心とした最
ともに、様々な
款に従い忠実に

適な電源構
経営課題に
その職務を

て活動させ公

役とも一致協
たうえで、安
成を構築し、
全力を傾注し
遂行しており

原
実に
発電
使

した
に資

子力発電
実施して
所の安全
用済燃料
。さらに
する対策

当
環境
ラン
ルに

社は、国
適合性等
等を有効
ついては

所の高経年化に
まいります。ま
性向上対策につ
プールの冷却機
、安全確保のた
を実施してまい

ついては、
た、福島第
いては、電
能の確保
め多重性・
ります。

の原子力利用に
の観点から、使
利用するという
、安全を最優先

関する基本
用済燃料を
原子燃料サ
に地域のみ

技術評価や高経
一原子力発電所
源の確保 、原
のための緊急対
多様性を拡充し

年化対策を
の事故を踏
子炉の冷却
策を直ちに
、より一層

的な方針を踏ま
再処理し、回収
イクルを推進し
なさまのご理解

え、ウラン
されるプル
ております
を賜わりな

計画的かつ確
まえた原子力
機能の確保 、
実施いたしま
の安全性向上

資源の節約、
トニウム、ウ
。プルサーマ
がら進めてま

いり
取
ます。
締役については、当社の事業規模、業務内容、直面する経営課題への対処お



よび
て多
員数

取締役会
様な視点
であり、

るい
中

りま
ま

は監査役
間貯蔵施
す。
た、当社

の監督機能の観
から公正な監査
その報酬につい

点から、ま
を実施する
ては、株主

の協議により適
設については、

は、公益事業と

正妥当な金
できるだけ

しての立場

た、監査役につ
との観点から、
総会の決議に基

いては、経
それぞれ必
づき、取締

額を決定してお
早く立地地域を

を自覚し、業務

ります。
決定するよ

の遂行に当

営全般につい
要かつ適正な
役会の決議あ

う努力してお

たっておりま
すの
従業
し

に反

第 号

で、その
員の政治
たがいま
対いたし

議案 定
提案の内容
第 章
電気事業
ただし、

趣旨に反して政
活動は、個人と
して、いずれも
ます。

款一部変更の件

治活動を行
して行って
解任を求め

総則 第 条第

放射能の処理が

号を以下

できない原

うことはありま
いるものであり
られる事由では

せん。地方
ます。
なく、取締

のとおり変更す

発はやめる。た

る。

とえ原発が

議会における

役会は本議案

国策であって
も
提
原

ルの
放射
そ

、関西電
案の理由
発と他の
放射能に
能に変わ
の放射能

ス固
はま
上だ
もあ

化体を地
だない。
。そして
る。処理

力は責任を持っ

エネルギーとの
なることだ。な
るからだ。燃料
の強さはどれほ

て自ら決断

決定的な違
ぜなら燃料
が高熱の放
どか。発電

下深く隔離する
放射能が極めて
放射能の熱を冷
方法はない。当

といって国
強いからだ
やし続けな
社は使用済

する。

い、それは燃料
中のウランが核
射能の塊りにな
後の使用済核燃

が発電後に
分裂で何十
る。
料を再処理

は処分地を探し
が、実は使用済
ければ燃料が溶
核燃料を青森県

ているが、
核燃料の放
けて放射能
六ヶ所村に

極めて高レベ
種もの様々な

しできるガラ
応じる自治体
射能はそれ以
拡散の危険性
搬出している

が、
もの
さ

を作
取
当

危険性を
であるこ
らに原発
る原発は
締役会の
社は、今

した
構成
当

蔵し

うえで、
を構築し
社の使用
た後、日

原発の外に移し
とが福島原発震
は運転中に別の
、どんな理由が
意見
後とも、エネル

ている。使
災で明らか
放射能を作
あってもや

ギーセキュ
安全・安定運転
、持続可能な低
済燃料は、発電
本原燃株式会社

の確保を大
炭素社会の
所の使用済
等において

用済核燃料は厳
になった。
りだし、空と海
めるしかない。

リティや経済性

重な管理が

に放出さえ

、環境性を
前提に、原子力
実現を目指すこ
燃料貯蔵設備に
再処理すること

を中心とし
ととしてお
おいて一定
としており

必要な危険な

する。放射能

総合的に勘案
た最適な電源
ります。
期間適切に貯
ます。

日
優先
本原燃株
に慎重に

式会社は、再処
試験を進め、本

理工場につ
格操業を開

いて技術的な課
始するとの計画

題解決を図
を示してお

り、安全を最
ります。



再
にお
に基

処理に伴
いて適切
づき、原

おり
原

境へ
した

ます。
子力発電
の放出量
うえで、

い発生する高レ
に貯蔵されてお
子力発電環境整

ベル放射性
り、 特定
備機構（

所において発生
を低減する対策
排気筒や放水口

する気体や
を実施し、
から放出し

廃棄物について
放射性廃棄物の

）が最終

は、日本原
最終処分に
処分の事業

液体の放射性廃
放出管理目標値
ております。ま

棄物につい
を十分下回
た、当社は

燃株式会社等
関する法律
に取り組んで

ては、周辺環
ることを確認
、これらの放

出量
し

第 号
提

等を公開
たがいま

議案 定
案の内容
第 章

第
提

発が

条 原子
案の理由
月 日東
冷却コン

しております。
して、取締役会

款一部変更の件

取締役及び取締

は本議案に

役会 に以
力発電から撤退

日本を襲った地
トロール不能か

するまで役

震は広範囲
ら炉心溶融

反対いたします

下の条を新設す

。

る。
員には報酬を支

に被害を及ぼし
に至り、放射能

給しない。

た。この中
を放出した

で福島第 原
のは人災であ

る。
地

かっ
作動
なり
断層

震により
た。そう
不能だっ
、原発は
上にある

つも
回の
想

陣に

の事故が
地震で原
定すべき
責任をと

原子炉が自動停
いう事態に備え
た。原発推進者
制御不能となっ
当社の原発にも

止した後、
予備のディ
が言ってき
た。漏れだ
同じ状況は

重なる危険性を
発は人類とは共
事態を想定せず
ってもらうべく

常に警告し
存できない
、事故が起
、原発から

原子炉を冷却す
ーゼルポンプが
た二重三重の備
した放射能で多
考えられるはず

るべき装
用意されて
えが全て使
くの人が被
で、私たち

ているが、当社
ことが証明され
これば想定外と
撤退するまで役

は聞く耳を
た。
言ってはば
員報酬は支

置が機能しな
いたがそれも
えない状態に
ばくした。活
は同時にいく
もたない。今

からない経営
払わないこと

を提
取
当

した
構成
原

案する。
締役会の
社は、今
うえで、
を構築し
子力発電

新の
す。
福

ては

知見に照

島第一原
、 電源の

意見
後とも、エネル
安全・安定運転
、持続可能な低
所の耐震性につ

ギーセキュ
の確保を大
炭素社会の
いては、余

らした耐震安全

子力発電所の事
確保 、 原子炉

性評価およ

故を踏まえ
の冷却機

リティや経済性
前提に、原子力
実現を目指すこ
裕を持った耐震

、環境性を
を中心とし
ととしてお
設計を行う

び耐震裕度向上

た原子力発電所
能の確保 、 使

対策を行っ

の安全性向
用済燃料プ

総合的に勘案
た最適な電源
ります。
とともに、最
てきておりま

上対策につい
ールの冷却機

能の
め多
確保 の
重性・多

ための緊急対策
様性を拡充し、

を直ちに実
より一層の

施いたしました
安全性向上に資

。さらに、
する対策を

安全確保のた
実施してまい



りま
今

場合

す。
後も全力
は、必要

ま
取締
す。
し

た、取締役
役会の決

たがいま

を挙げて、事故
な安全対策につ

の情報収集
いて最優先

および監査役に
議あるいは監査

して、取締役会

対する報
役の協議

は本議案に

、分析を継続し
で取り組んでま

、新たな知
いります。

酬については、株
により適正妥当

反対いたします

主総会の
な金額を決

。

見が得られた

決議に基づき、
定しておりま

第 号
提
当

第
第

議案 定
案の内容
社の定款
章 原発
条 東

提

溶融

れるまで
案の理由
月 日の
を起こし

款一部変更の件

に以下の章を新
の耐震性検証委
日本大震災によ

設する。
員会の設置
る原発震災

、すべての原発

東日本巨大地震
、大量の放射性

を停止する

により、福
物質が放出

の調査研究をし、原発の安
こと。

島の複数の原発
された。

が冷却機能

全性が保証さ

を失い、炉心

い
きた
と繰
大

どん
への

ままでわ
。株主総会
り返して
地震で集
爆発して
放射性物

した
まわ
農
同

。もっと
った。
作物や牛
様のこと

たしたちは大地
でも何度も危険
きた。
中立地した原発
いく原発。海水
質の放出で避難

震による原
性を訴え

で次々と冷
を注ぎ込ん
のために移

早くもっと遠く

乳、水道からも
が若狭で起きな

まで避難を

限度を超え
いという保

発事故の危険性
てきた。しかし当

却機能が失われ
でも、なかなか
動しようとした

について警
社は 安

、核燃料が
冷却はすす
地元の住民

させるべきだっ

る放射能が検出
証はどこにもな

た。対策は

された。
い。すべて

鐘を鳴らして
全だ 大丈夫

露出し、どん
まない。大気
たちは被曝を
すべて後手に

の原発を即時
停止
取
当

した
構成
原

したうえ
締役会の
社は、今
うえで、
を構築し
子力発電

新の
す。
福

ては

知見に照

島第一原
、 電源の

で、原発の耐震
意見
後とも、エネル
安全・安定運転
、持続可能な低
所の耐震性につ

性をあらた

ギーセキュ
の確保を大
炭素社会の
いては、余

らした耐震安全

子力発電所の事
確保 、 原子炉

性評価およ

故を踏まえ
の冷却機

めて再検証する

リティや経済性
前提に、原子力
実現を目指すこ
裕を持った耐震

ことを提案

、環境性を
を中心とし
ととしてお
設計を行う

び耐震裕度向上

た原子力発電所
能の確保 、 使

対策を行っ

の安全性向
用済燃料プ

する。

総合的に勘案
た最適な電源
ります。
とともに、最
てきておりま

上対策につい
ールの冷却機

能の
め多
確保 の
重性・多

ための緊急対策
様性を拡充し、

を直ちに実
より一層の

施いたしました
安全性向上に資

。さらに、
する対策を

安全確保のた
実施してまい



りま
今

場合

す。
後も全力
は、必要

し

第 号
提

たがいま

議案 定
案の内容

を挙げて、事故
な安全対策につ

の情報収集
いて最優先

して、取締役会

款一部変更の件

は本議案に

、分析を継続し
で取り組んでま

、新たな知
いります。

反対いたします。

見が得られた

当
第
第
提
六

社の定款
章 再処
条 当

案の理由
ヶ所村の
年完工予

ル放

ち正
転な

射性廃棄
月 日の
常に製造
どで発生

に以下の章を新
理の禁止
社は危険でお金

再処理工場の完
定だった当初か

設する。

もかかる再

工予定は
ら、実に

物のガラス固化
青森県議会で
されたものは
した 逸脱 や

ができない
これまで製
体。残りは
非定常

処理をしない。

年 月から、
回目の計画延期

年 月
になった。

からである。
造されたガラス
ガラスの充てん
に該当する固化

固化体は
量が少ない
体である

に延期された。
理由は高レベ

体。このう
もの、洗浄運
と県が回答し

た。
こ

も安
年も
東

を推

のような
全に処分
安定した
日本大震
進してき

ルギ
取
当

環境

ーへ転換
締役会の
社は、国
適合性等

不良品 の高
することができ
地層をみつけら
災の福島原発の
た当社の責任が

レベルガラ
るのだろう
れるのだろ
炉心溶融事
問われてい

することを提案
意見
の原子力利用に
の観点から、使

する。

関する基本
用済燃料を

ス固化体を本当
か。この地震大
うか。
故をみても、人
る。すぐに原発

に安全に管
国の日本の

類とは共存
、再処理を

的な方針を踏ま
再処理し、回収

え、ウラン
されるプル

理し、何万年
どこに、何万

しえない原発
やめ、新エネ

資源の節約、
トニウム、ウ

ラン
社と
日

優先
当

造結

等を有効
必要な再
本原燃株
に慎重に
社は、日
果に問題

射性

ま
陽光

廃棄物の
）が最終
た、再生
・風力発

利用するという
処理契約を締結
式会社は、再処
試験を進め、本
本原燃株式会社
のないことを確

原子燃料サ
しておりま
理工場につ
格操業を開
からガラス
認したもの

最終処分に関す
処分の事業に取
可能エネルギー
電など新エネル

る法律 に
り組んでお
についても
ギーにより

イクルを推進し
す。
いて技術的な課
始するとの計画
固化体の製造完
を受け取ってお

ており、日

題解決を図
を示してお
了報告を受
ります。

基づき、原子力
ります。
、水力発電の開
発電した電力の

発電環境整

発・効率向
購入、自主

本原燃株式会

り、安全を最
ります。
けて、その製
また、 特定放
備機構（

上に加え、太
開発の積極的

な取
及促
組みや、
進に努め

新エネルギーの
ております。

普及拡大に備えた需給制御の研究など、さらなる普



し

第 号

たがいま

議案 定
提
当

第
第

案の内容
社の定款
章 プル
条 使

して、取締役会

款一部変更の件

は本議案に

に以下の章を新
サーマル事業計
用済 燃料

設する。
画の凍結
の処分につ

反対いたします。

いて、確実かつ具体的な計画を提示でき

提
当

プル
用済
工事

るまで、
案の理由
社は使用
サーマル
核燃料の
を行うな

こと
し

する
ろう

は目に見
かしなが
国の第
。使用済

プルサーマル計

済 燃料の
事業を進めてい
プールはほぼ満
どしてぎゅうぎ

画を凍結す

処分方法も
る。立ち行
杯。各原発
ゅう詰めに

えている。また臨
ら、次の貯蔵先
再処理工場の建
核燃料の処分に

界事故の
とされる中
設など、政
ついて当事

る。

不透明なまま、
かなくなってい
サイトのプール
することで凌い

多くの反対
る六ヶ所再
の貯蔵量を
でいるが早

可能性も高まって
間貯蔵施設の建
権の迷走ぶりを
者である当社が

おり危険
設もままな
みても実現
、責任を持

を押し切って
処理工場の使
強引に増やす
晩満杯になる
な状況である。
らず、頼みと
は絵空事であ
ってその場凌

ぎで
上進
ごみ
取
当

環境

ない計画
めるべき
捨て場に
締役会の
社は、国
適合性等

ラン
ルに
いり
当

等を有効
ついては
ます。
社の使用

を明らかにし、
ではない。原発
することは許さ
意見
の原子力利用に
の観点から、使

確かな世論
サイトにな
れない。プ

関する基本
用済燃料を

利用するという
、安全を最優先

済燃料は、発電

原子燃料サ
に地域のみ

所の使用済

の支持を得るま
しくずし的に長
ルサーマル計画

的な方針を踏ま
再処理し、回収

でプルサー
期保管し、
の凍結を提

え、ウラン
されるプル

イクルを推進し
なさまのご理解

燃料貯蔵設備に

ております
を賜わりな

おいて一定

マルをこれ以
福井県を核の
案する。

資源の節約、
トニウム、ウ
。プルサーマ
がら進めてま

期間適切に貯
蔵し
日

優先
再

にお
に基

た後、日
本原燃株
に慎重に
処理に伴
いて適切
づき、原

おり
使

検討
にお

ます。
用済
を進めて
いて適切

本原燃株式会社
式会社は、再処
試験を進め、本
い発生する高レ
に貯蔵されてお
子力発電環境整

等において
理工場につ
格操業を開
ベル放射性
り、 特定
備機構（

燃料は、現在
いる第二再処理
に貯蔵管理する

の技術で再
工場におい
こととして

再処理すること
いて技術的な課
始するとの計画
廃棄物について
放射性廃棄物の

）が最終

としており
題解決を図
を示してお
は、日本原
最終処分に
処分の事業

処理することが
て再処理するま
おります。

可能であり
での間、原

ます。
り、安全を最
ります。
燃株式会社等
関する法律
に取り組んで

ます。また、
子力発電所等

したがいまして、取締役会は本議案に反対いたします。

以 上



．ご

株

決権

参考

出席いた

主総会に

を行使す

書類 を

【議決権の

だけない場合の

ご出席いただけ

ることができま

ご検討ください

行使に

議決権の行

ない場合は

すので、お

まして、以

ついてのご案

使

、書面またはイ

手数ながら、

下のいずれかの

内】

ンターネッ

頁から 頁

方法により

ト等により議

の 株主総会

、議決権をご

行使ください

書面によ

．同封の

さい。

．書面に

の午後

ますようお願い申しあげま

る議決権の行使

議決権行使書用

よる議決権の行

時 分到着分ま

紙に議案に

使は、株主

での受付と

す。

対する賛否をご

総会前日（平成

させていただき

表示のうえ

年 月

ます。

、ご返送くだ

日（火曜日））

ト

インター

インター

等により

す

．代

株

理人

ようお願

理人によ

主総会に

として株

ネット等による

ネット等により

議決権を行使さ

議決権の行

議決権を行

れる場合の

い申しあげます

る議決権の行使

ご出席いただけ

主総会にご出席

。

ない場合は

いただくこ

使

使される場合は

お手続きについ

、次頁の

て をご確

、議決権を有す

とができます。

る他の株主

ただし、代

インターネッ

認くださいま

の方 名を代

理権を証明す

る書面のご提

．議

議

きま

を行

ださ

決権の不

決権の不

すが、行

う旨およ

い。

出が必要となりますのでご

統一行使

統一行使は、他

使に当たっては

びその理由を記

人のために

、株主総会

載した書面

了承ください。

株式を有する株

日の 日前まで

のご提出が必要

主の方に限

に、議決権

となります

らせていただ

の不統一行使

のでご了承く



イン
イン

行使く

ターネッ
ターネッ
ださいます

．インターネッ
議決権行使
．当社の指
．利用環境

ト等により議
ト等により議決権
ようお願い申し

決権を行
を行使さ
あげます。

トによる議決権
サイトのご案内
定する議決権行
の制限

記
の行使につ

使サイト

使される場合
れる場合は、下記

のお手続
事項をご

いて

きについて
了承のうえ、ご

当サイト
イ）を用い
なお、当

および通信
〔携帯電話に

上記サ
利用でき
通信）およ

（注） モー
は米国
議決権行使

は、パソコンまた
たインターネット
サイトをご利用
事業者への通信
ついて〕
ービスが利用可能

は携帯電
のみでご
いただく際
料金（電話

の場合で
ない場合がござい
び携帯電話情報
ド は株式会社

の商標また
期限

ます。（セ
送信が可能

ドコモ
は登録商

話サービス（ モー
利用いただけます
のプロバイダへの
料金等）は株主さま

あっても、携帯電

ド、
。
ダイアル
のご負担

話の機種
キュリティ確保
な機種のみ対応
、 は
標です。

のため、
しておりま
株式会

、 ケータ

アップ接続料金
となります。

によっては、ご
通信（暗号化
す。）
社、

い

申

株主総会
ただきます
なお、議決
しあげます
複数回にわ
．書面とイ
到着日

ていただき
．インター
最後に行
ログイン
． ログイ

前日（平成 年
。
権行使結果の集
。
たり行使された
ンターネットに
時を問わずインタ

月 日（

計の都合上

場合の議決
より、二重
ーネットに

ます。
ネットにより、
われた行使を有
および 仮

ン および

複数回にわ
効なものと
パスワード
仮パスワー

火曜日））の午後

、お早めにご行使

権の取扱い
に議決権を行使
よる行使を有効

時 分ま

ください

された場合
なものと

たり議決権を行
して取り扱わせ
についてのご注
ド の記載場所

使された場
ていただき
意

で受付させて

ますようお願い

して取り扱わせ

合
ます。

同封の議
．パスワー
株主さ

決権行使内
から新しい

．議
株

三菱
電話

決権電子
式会社

決権行使書用紙
ドの変更につい
ま以外の第三者に
容の改ざんを防
パスワードへの

システム

に記載して
て
よる不正
止するため
変更をお願

に関す
信託銀行

行使プラットフ
が運営する 機

株式会社
（受付時間

ォームにつ
関投資家

おります。

アクセス（いわゆ
、ご利用の株主
いすることにな

るお問い合わせ

る なり
さまには
ります。

証券代行部（ヘ
、通

いて
向け議決権電子

ルプデス
話料無料

行使プラッ

すまし ）や議
仮パスワード

ク）
）

トフォーム
にご
きま
参加の株
す。

主さまは、当該プラットフォームにより議決権を行使することがで

以 上




